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• 「１-３．行政機関による既往評価の整理」において，内閣府（2020）の津波モデルによる大間町への津波の影響は，
沿岸で10m程度に達し，他の行政機関の津波モデルに比べて顕著に大きいことを確認した。

• 上記より，内閣府（2020）モデルの検討概要，敷地への影響，位置づけ及び反映方針について検討する。

検討方針

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（１／１３）
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内閣府（2020）による検討概要（１／３）

内閣府（2020a）による最大クラスの津波断層モデル

内閣府（2020a）に一部加筆

• 内閣府（2020a）（日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会）において，東日本大震災の教訓を踏まえ，津波堆積物調
査などの科学的な知見をベースに，あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波に関する検討が実施された。

• 内閣府（2020a）で示された最大クラスの津波断層モデルは以下の２つである。
• これらの中から，大間原子力発電所への影響が比較的大きい津波断層モデルを抽出して，数値シミュレーションを実施し，

敷地における水位変動量を算定する。

破壊開始点C

破壊開始点B

破壊開始点A

破壊開始点C

破壊開始点B

破壊開始点A

破壊開始点A

破壊開始点B

破壊開始点A

破壊開始点B

N N

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（２／１３）
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内閣府（2020）による検討概要（２／３）

津波堆積物の調査資料

内閣府（2020a）

内閣府（2020a）で示された最大クラスの津波断層モデルの主な設定根拠は以下のとおりである。
 おおむね過去6,000年間の津波堆積物等の調査資料を活用
 内陸部での津波堆積物分布位置における浸水深は津波堆積物分布標高＋２～３mとして取り扱い（第９回議事要旨より）

 防災上の観点から高い津波高のデータのみを使用（第13回議事要旨より）

 津波堆積物について堆積年代を区別することなく再現する（津波堆積物の地点まで津波を浸水させる）津波断層モデ
ルを逆解析により設定

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（３／１３）

第1023回審査会合

資料1-1 P.3.2.2-4再掲

282



内閣府（2020）による検討概要（３／３）

想定される沿岸での津波の高さ（青森県以南）
内閣府（2020a）に一部加筆

• 内閣府（2020a）で示された想定される沿岸での津波の高さは以下のとおりであり，大間町における津波の高さは，日本
海溝（三陸・日高沖）モデルの影響が大きい。

• また，内閣府（2020a）では，「今回の検討対象領域で地震が発生した場合，海域で発生した津波は，震源域に面した海
岸に大きな津波として伝播する特性を持つことから，東北地方の沖合で発生した地震による津波は，東北地方の海岸では
大きいのに比して，北海道の襟裳岬より東の海岸への影響は小さく，逆に，北海道東部の太平洋沿岸で発生した地震によ
る津波は，北海道東部の太平洋の海岸では大きいのに比して，東北地方の海岸，北海道の日高支庁以西の海岸への影響は
小さい。」とされている。

以上より，内閣府（2020a）の２つのモデルのうち，ここでの検討対象は日本海溝（三陸・日高沖）モデルとする。

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（４／１３）

第1023回審査会合
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内閣府（2020）の波源モデルによる検討

• 検討対象とする内閣府（2020）の日本海溝（三陸・日高沖）モデルの波源パラメータは以下のとおりである。

日本海溝（三陸・日高沖）の波源モデル

日本海溝
（三陸・日高沖）モデル

設定根拠 備考

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Ｍw 9.08 Mw=(logMo-9.1)/1.5
内閣府（2020b）及び内閣府開示
データに基づき算定

面積 S （km2） 76,332 内閣府（2020b） ―

平均応力降下量 ⊿σ （MPa） 6.02 ⊿σ=7/16・Mo・(S/π)-3/2
内閣府（2020b）及び内閣府開示
データに基づき算定

剛性率 μ （N/m2） 4.63×1010 内閣府開示データ ―

地震ﾓｰﾒﾝﾄＭo （N・m） 5.21×1022 Mo=μSD
内閣府（2020b）及び内閣府開示
データに基づき算定

平均すべり量 Ｄ （m） 14.76 内閣府（2020b） ―

最大すべり量 Ｄmax （m） 40.00 内閣府（2020b） ―

破壊伝播速度（km/s） 2.5 内閣府（2020a） ―

ライズタイム τ （s） 60 内閣府（2020a） ―

日本海溝（三陸・日高沖）モデルの波源パラメータ

内閣府（2020a）に一部加筆

大間原子力発電所

大間原子力発電所

破壊開始点A※

破壊開始点B※

破壊開始点A※

破壊開始点B※

※：内閣府（2020b）では，日本海溝（三陸・日高沖）モデルに対し
破壊開始点A,Bの２点設定している。

N

N

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（５／１３）

第1023回審査会合
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• 内閣府（2020）の波源モデルによる検討結果(上昇側)は以下のとおりである。

内閣府（2020）の波源モデルによる検討結果（上昇側）

水位時刻歴波形
最大水位上昇量分布

内閣府（2020）の上昇側最大ケース

モデル 破壊開始点
敷地における
最大水位上昇量

日本海溝（三陸・日高沖）
モデル

A 3.96m

B 4.01m

水位時刻歴波形
出力点

波源モデル（すべり量分布）

破壊開始点B

大間原子力
発電所

すべり量N

G領域 ⊿s=5m

4.01m

内閣府（2020）の上昇側最大ケース

内閣府（2020b）に基づき作成

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（６／１３）

第1023回審査会合
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水位時刻歴波形

水位時刻歴波形
出力点

最大水位下降量分布

モデル 破壊開始点
取水口スクリーン室前面における

最大水位下降量

日本海溝（三陸・日高沖）
モデル

A －4.58m

B －4.89m

波源モデル（すべり量分布）

破壊開始点B

大間原子力
発電所

すべり量N

G領域 ⊿s=5m

-4.89m

• 内閣府（2020）の波源モデルによる検討結果(下降側)は以下のとおりである。

内閣府（2020）の波源モデルによる検討結果（下降側）

内閣府（2020）の下降側最大ケース

内閣府（2020）の下降側最大ケース
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内閣府（2020b）に基づき作成

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（７／１３）

第1023回審査会合
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地震
地震規模

Mw
断層面積
Ｓ（103km2）

地震モーメント
Mo（1022Nm）

平均すべり量
D（m）

平均応力降下量
⊿σ（MPa） 備考

2011年東北地方太平洋沖地震 9.0 110 3.9 10.6 2.60 Satake et al.（2013）

2010年チリ地震 8.8 90 1.7 5.4 1.53 Fujii and Satake（2013）

2004年スマトラ地震 9.1 220 6.0 7.5 1.42 Fujii and Satake（2007）

1964年アラスカ地震 9.1 184.16 6.5 9.9 2.00 Johnson et al.（1996）

1960年チリ地震 9.2 135 7.2 10.6 3.54 Fujii and Satake（2013）

1957年アリューシャン地震 8.6 172.5 1.2 3.1 0.41 Johnson et al.（1994）

1952年カムチャッカ地震 8.7 120 1.5 5.5 0.88 Johnson and Satake（1999）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル 9.1 76.3 5.2 14.76 6.02 内閣府（2020）

1960年チリ地震

■Murotani et al.（2013）で用いた巨大地震（代表例） ■内閣府（2020）

2011年東北地方太平洋沖地震 2010年チリ地震 2004年スマトラ地震

日本海溝

（三陸・日高沖）のモデル

• Murotani et al.（2013）は，プレート境界地震のスケーリング関係について，日本付近で発生したＭ７～８クラスのプレート境界地震（Murotani et al.（2008））に，７つ
の巨大地震（2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震，1964年アラスカ地震，1960年チリ地震，1957年アリューシャン地震，1952年カムチャッカ
地震）を追加し，Ｍ７～９クラスまでに適用可能なスケーリング則を提案している。

• Murotani et al.（2013）で整理されているＭ９クラスの巨大地震の断層モデルと内閣府（2020）の日本海溝（三陸・日高沖）モデルの地震規模（Mw），断層面積（S），地震
モーメント（Mo），平均すべり量（Ｄ）及び平均応力降下量（⊿σ）の比較を以下に示す。

• 日本海溝（三陸・日高沖）モデルの平均すべり量（Ｄ）は14.76（ｍ），平均応力降下量（⊿σ）は約６（MPa）であり，Ｍ９クラスの巨大地震の平均すべり量及び平均応力降
下量を大きく上回ることを確認した。

内閣府（2020）の位置づけ（１／４）：既往の大規模地震との比較（１／３）

N

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（８／１３）

第1023回審査会合

資料1-1 P.3.2.2-9再掲

287



内閣府（2020）の位置づけ（２／４）：既往の大規模地震との比較（２／３）

• Murotani et al.（2013）に示されるスケーリング則のうち破壊領域（S）とMoの関係及び平均すべり量（D）とMoの関係
に，内閣府（2020）モデル（日本海溝（三陸・日高沖）モデル）を追加し，その関係を比較した。

• その結果，内閣府（2020）モデルは既往の大規模地震に比べると，地震規模に対して，１σ以上破壊領域の面積が小さ
く，かつ１σ以上平均すべり量が大きい設定となっていることが確認できた。

破壊領域(S)とMoの関係※ 平均すべり量(D)とMoの関係※

Murotani et al.(2013) に一部加筆 Murotani et al.(2013) に一部加筆

内閣府(2020) モデル
（日本海溝（三陸・日高沖）モデル）

※：内閣府（2020b）及び内閣府開示データに基づき算定

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（９／１３）

第1023回審査会合
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• Murotani et al.（2013）で整理されているＭ９クラスの巨大地震の断層モデルと内閣府（2020）の日本海溝（三陸・日
高沖）モデルを対象に，すべり量と累加面積比率の関係を比較した。

• その結果，内閣府(2020) モデルは，2011年東北地方太平洋沖地震の海溝軸付近に設定された大きなすべり量を除いて，
波源全体にわたり過去の超巨大地震に比べすべり量が大きく設定されていることが確認できた。

内閣府（2020）の位置づけ（３／４）：既往の大規模地震との比較（３／３）
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2011年東北地方太平洋沖地震(Satake et al.,2013)

2010年チリ地震(Fujii and Satake,2013)

2004年スマトラ島沖地震(Fujii and Satake,2007)

1964年アラスカ地震(Johnson et.al.,1996)

1960年チリ地震(Fujii and Satake,2013)

1957年アリューシャン地震(Johnson et al., 1994)

1952年カムチャッカ地震(Johnson and Satake,1999)

内閣府(2020)モデル

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（１０／１３）

第1023回審査会合
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内閣府（2020）の位置づけ（４／４）：まとめ

• 内閣府（2020）モデルの特徴をまとめると，以下のとおりである。
 2011年東北地方太平洋沖地震・津波の教訓を踏まえ，今後の地震・津波対策の想定は，「あらゆる可能性を考慮した

最大クラスの巨大な地震・津波を検討していくべきである」とし，「最大クラスの津波に対しては，避難を軸に総合
的な津波対策をする必要がある」と提言している中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策
に関する専門調査会」報告（平成23年９月）を踏まえた検討であるとされており，これは住民等の生命を守ることを
最優先とした検討であると考えられる。

 高い津波高（津波堆積物の分布高さ＋浸水深）のデータを対象とし堆積年代を区別することなく，一つのモデルで，
それら全てを包絡するように設定されていることから，当該モデルの水位分布はいわば，津波の発生メカニズムに因
らず，パラメータスタディを含めたあらゆるモデルの想定津波群に相当すると考えられる。（P.283参照）

 既往の大規模地震に比べ，その破壊領域の面積の割に大きなすべり量，応力降下量が設定されており，地震規模に係
るスケーリング則に合わない。（P.287～P.289参照）

地震
地震規模※

Mw

平均すべり量※

D（m）

平均応力降下量※

⊿σ（Mpa）

断層面積※

S(103km2)

平均すべり量／断層面積

D（m）／S(103km2)

平均応力降下量／断層面積

⊿σ（Mpa）／S(103km2)

2011年東北地方太平洋沖地震 9.0 10.6 2.60 110 0.096 0.024

2010年チリ地震 8.8 5.4 1.53 90 0.060 0.017

2004年スマトラ地震 9.1 7.5 1.42 220 0.034 0.006

1964年アラスカ地震 9.1 9.9 2.00 184.16 0.054 0.011

1960年チリ地震 9.2 10.6 3.54 135 0.079 0.026

1957年アリューシャン地震 8.6 3.1 0.41 172.5 0.018 0.002

1952年カムチャッカ地震 8.7 5.5 0.88 120 0.046 0.007

地震
地震規模※

Mw

平均すべり量※

D（m）

平均応力降下量※

⊿σ（Mpa）

断層面積※

S(103km2)

平均すべり量／断層面積

D（m）／S(103km2)

平均応力降下量／断層面積

⊿σ（Mpa）／S(103km2)

日本海溝（三陸・日高沖）モデル 9.1 14.76 6.02 76.3 0.193 0.079

※：P.287参照

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（１１／１３）
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内閣府（2020）モデルの反映方針 コメントNo.S5-59

• 内閣府（2020) の最大クラスの津波断層モデルは，津波堆積物について堆積年代を区別することなく再現する逆解析に
より設定されており，破壊領域の面積の割に大きなすべり量が設定されている。このすべり量は，スケーリング則を用
いて策定される最大すべり量を大幅に上回る設定である。

• このため，内閣府（2020) の最大クラスの津波断層モデルのすべり量等のパラメータ及びこれらの設定に用いたモデル
化の手法については，「３－２－１．三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波」の波源モデルの検討には採用し
ない。

• ただし，内閣府（2020) モデルによる敷地における津波水位（P.285,P.286参照）が，基準波源モデル①～⑥による津波
水位（P.277参照）を上回ることを踏まえ，内閣府（2020) モデルによる敷地における影響が，他の地震による津波の影
響と比較して大きい場合には，基準津波選定の際に敷地への影響が大きい波源モデルとして選定することとする（P.366
参照）。

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（１２／１３）

第1023回審査会合

資料1-1 P.3.2.2-13一部修正

291



各パラメータスタディの最大ケース一覧表

敷地における
最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面における
最大水位下降量

内閣府（2020）モデルによる津波 4.01m －4.89m

• 内閣府（2020) モデルによる津波の検討結果は下表のとおりである。

内閣府（2020）の波源モデルによる検討結果

３-２-２．内閣府（2020）モデルによる津波（１３／１３）

第1023回審査会合
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三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波の検討フロー

基準波源モデルの設定 概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ

N

大間原子力発電所

三陸沖の
海洋プレート内地震

変動パラメータ※

・断層の位置

・走向

・傾斜方向

• 三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波については，既往地震が海洋プレート内の正断層型であることを踏まえ，地
震調査研究推進本部（2019）等を参照の上，以下のフローで検討を実施した。

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１／３３）

変動パラメータ※

・傾斜角

・上縁深さ

概略パラメータスタディにおい
て最大水位上昇ケース及び最大
水位下降ケースとなる２つの波
源モデルを詳細パラメータスタ
ディの検討対象とする。

※：変動幅は敷地への影響及び
科学的知見を考慮し設定。

基準波源モデル
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• 三陸沖の海洋プレート内では，太平洋プレートの沈み込みに伴って，海溝軸よりも沖合の太平洋
プレートの内部が破壊することによってＭ８クラスの1933年昭和三陸津波のような正断層型の地
震に伴う津波が発生している。

三陸沖の海洋プレート内について

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２／３３）

第1023回審査会合
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基準波源モデルの設定（基本方針）

• 三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波の検討に当たっては，既往地震及び関連する断層パ
ラメータに係る知見を検討の上，既往最大の地震規模を考慮した基準波源モデルを設定する。

• 想定波源域については，土木学会（2016）の領海区分を基本とし，大間原子力発電所への影
響を考慮して敷地に最も近づくように設定する。

• 基準波源モデルのパラメータに関しては，1933年昭和三陸地震津波の波源モデルを基本とし，
1933年昭和三陸地震の地震規模を保守的に考慮したスケーリング則を適用すること等を考慮
し設定する。なお，海洋プレート内地震に対する不均質モデルの特性化に関する知見がない
ため，均質モデルとして検討する。

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（３／３３）

第1023回審査会合
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基準波源モデルの設定（設定手順）

②地震規模：Mwの設定

④長さ:L，幅:W，すべり量:Dの設定

③剛性率：μの設定

⑤上縁深さ:d，傾斜角:δ，すべり角:λの設定

⑥走向：θの設定

①想定波源域の設定

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（４／３３）

⑦ライズタイム：τの設定

以下の手順に基づき，基準波源モデルを設定する。

基準波源モデル 設定手順

P.298，P.299

P.300～P.303

P.304，P.305

P.306

P.306

P.306

P.307，P.308

第1023回審査会合
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① 想定波源域の設定（１／２）：既往地震の発生様式

• 上図に示すとおり，日本海溝・千島海溝沿いではプレート間地震の発生後（歪み解放後）に，海溝軸沖合で正断層型の
海洋プレート内地震が発生している。

• 文献調査によれば，敷地に影響を及ぼす可能性がある海洋プレート内地震は，三陸沖の日本海溝沿いで1933年に発生し
た『正断層型の海洋プレート内地震』と同様のタイプの地震であると考えられる。

沈み込み帯模式図 Lay et  al.（2011）に一部加筆

1896年明治三陸地震 1933年昭和三陸地震 2006年千島列島沖地震 2007年千島列島沖地震

A.日本海溝沿い（三陸沖） B.千島海溝沿い

海洋プレート内地震の発生様式

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（５／３３）

第1023回審査会合
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土木学会（2016）に一部加筆

• 想定波源域は，1933年昭和三陸地震の発生域を含めることとし，その北端は津軽海峡内に位置する大間原子力発電所へ
の影響を考慮して，日本海溝・千島海溝の島弧会合部に接するよう『領域４』※の北端とした。

※：土木学会（2016）において1933年昭和三陸地震の発生位置に基づき設定された三陸沖の海洋プレート内地震の海域の領域区分

海域の領域区分 想定波源域

日本海溝・千島海溝
島弧会合部

1933年地震発生域
(地震調査研究推進本部(2012))

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（６／３３）

① 想定波源域の設定（２／２）：安全評価上の想定波源域の考え方 第1023回審査会合
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② 地震規模の設定（１／４）：既往地震の発生履歴

次の海溝軸外側の地震の発生確率等

• 地震調査研究推進本部（2019）では，「青森県東方沖及び岩手県沖北部から房総沖の海溝軸外側で発生した正断層型の
海洋プレート内地震は1933年の1例しかなく，次の地震の規模を1933年の昭和三陸地震の規模」とされている。

以上から，本検討において対象とする地震規模は，1933年昭和三陸地震の規模を基本として検討する。

地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（７／３３）
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② 地震規模の設定（２／４）：既往地震の規模（１／２）

主な海溝寄りのプレート内地震（正断層型）の緒元

• 1933年昭和三陸地震の規模(Mw＝8.4)は，海溝軸沖合のプレート内地震（正断層型）としては国内外においても最大級
である。

世界の海洋プレート内地震（正断層型）

Álvarez-Gómez et al.(2012)に一部加筆

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（８／３３）

第1023回審査会合
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② 地震規模の設定（３／４）：既往地震の規模（２／２）

• 世界の海洋プレート内正断層地震について，Álvarez-Gómez et al.(2012)（P.301参照）に記載された2007年千島
（Kuril)地震以降の地震を確認した。

• Romano et al.(2020)では，「2008年～2019年までに以下に示すMw８を超える２つのプレート内正断層地震が発生し
た」とされている。

• 上記を加えても，1933年昭和三陸地震の規模(Mw＝8.4)は，海溝軸沖合のプレート内地震（正断層型）としては国内外
において最大級であることを確認した。

世界の海洋プレート内地震（正断層型）

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（９／３３）

Romano et al.(2020)より作成

日付 位置 Mw

2009.9.29
サモア

（アウターライズ）
8.1

2017.9.8
メキシコ

（スラブ内）
8.2

2008年～2019年に発生した津波を伴う大規模な正断層地震

第1023回審査会合
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土木学会（2016）に一部加筆土木学会（2016）に一部加筆

既往津波の痕跡高を説明できる断層モデルの位置と断層パラメータ

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部から房総沖の海溝軸沖合で発生した正断層型の海洋プレート内地震は1933年の1例しかなく，
当該海域における次の地震規模としても同程度が想定されている。（P.300)

• 1933年昭和三陸地震の規模(Mw＝8.4)は，海溝軸沖合のプレート内地震（正断層型）としては国内外においても最大級であ
る。（P.301，P.302)

• しかし，相田（1977）では，1611年慶長地震（Mw=8.6)※を海溝軸沖合で発生した正断層型地震と評価されていることを考
慮し，土木学会（2016）では『領域4』における既往最大モーメントMwを8.6とされている。

以上から，本検討における安全評価上の地震規模をMw＝8.6とする。

※：津波地震であるという説もある。（地震調査研究推進本部（2019），中央防災会議（2005）等）

剛性率μの単位はN/m2，地震モーメントM0の単位はN・mである。

海域の領域区分と既往最大モーメントマグニチュード

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１０／３３）

② 地震規模の設定（４／４）：安全評価上の地震規模の考え方 第1023回審査会合
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③ 剛性率の設定（１／２）

• 土木学会（2016）では，「地震波速度や密度に関する既往研究に基づき，海域毎に標準値が設定されており，海洋
プレート内の剛性率は7.0×1010N/m2」とされている。

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１１／３３）

震源付近の媒質の剛性率の標準値

土木学会（2016）に一部加筆

第1023回審査会合
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③ 剛性率の設定（２／２）

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１２／３３）

相田(1977)

Abe(1978)Kanamori(1971)

※：佐藤編(1989)「日本の地震断層パラメーター・ハンドブック」に記載された1933年昭和三陸地震のモデルのうち，文献中に剛性率が明記されているものを対象とした。

• 1933年昭和三陸地震の断層モデルを検討した文献において採用された剛性率を調査した。
• その結果，いずれの文献※においても剛性率７×1011dyne/cm2(=７×1010N/m2) が採用されており，この値は当該海域で発

生するプレート内地震の剛性率として妥当であると考えられる。

前ページ及び以上から，剛性率は７×1010N/m2とした。

波源モデルのパラメータ

第1023回審査会合
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④⑤⑥ 長さ・幅・すべり量・上縁深さ・傾斜角・すべり角・走向の設定

項 目 諸 元 設定根拠

長さ Ｌ※（km) 283（185）
土木学会（2016）を参考に，1933
年昭和三陸地震津波の既往津波高
の再現性が高いモデル（Mw8.35）
を基本として，スケーリング則を
用いてMw8.6となるよう設定

幅 Ｗ （km） 50

すべり量 Ｄ※（m） 10.1（6.6）

上縁深さ d （km） １

土木学会（2016）を参考に，1933
年昭和三陸地震津波の既往津波高
の再現性が高いモデル（Mw8.35）
のパラメータを採用

傾斜角 δ （°） 45

すべり角 λ （°） 270

走向 θ （°） 190 海溝軸の向き

N

大間原子力発電所

設定パラメータ

基準波源モデル

• 波源のパラメータの長さＬ，幅Ｗ，すべり量Ｄは，土木学会（2016）を
参考に，1933年昭和三陸地震津波の既往津波高の再現性が高いモデル（
Mw8.35）を基本として，スケーリング則を用いてMw8.6となるよう設定し
た。

• 波源のパラメータの上縁深さｄ，傾斜角δ，すべり角λは，土木学会
（2016）を参考に，1933年昭和三陸地震津波の既往津波高の再現性が高
いモデル（Mw8.35）のパラメータを採用した。

• 走向θは海溝軸の向きと一致するように設定した。

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１３／３３）

※土木学会(2016)を参考に1933年昭和三陸地震モデルの長さ及びすべり量にスケーリング則を適用して設定。

諸元の( )：スケーリング則適用前の1933年昭和三陸地震モデルのパラメータ。

第1023回審査会合
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３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１４／３３）

⑦ ライズタイムの設定（１／２）

• 基準波源モデルは土木学会（2002）を参考に，1933年の再現性が高いモデル（Mw8.35）を基本としてスケーリング則を用い
てMw8.6となるよう設定し,発生位置を調整したモデルである。

• 土木学会（2002）に示される1933年昭和三陸地震津波の波源パラメータは相田（1977）による再現モデルを基にしている。
• 相田（1977）は，「ライズタイムを60秒」と設定されている。

土木学会(2002) に一部加筆

津波痕跡高との比較を実施している断層モデル

相田(1977) に一部加筆

L：断層長さ，W：断層幅，D：すべり量，d：上縁深さ，θ：走向，δ：傾斜角，λ：すべり角，μ：剛性率，K：幾何平均値，κ：幾何標準偏差

第1023回審査会合
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３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１５／３３）

⑦ ライズタイムの設定（２／２）

• 近年発生したMw８クラスのプレート内正断層地震による津波の再現モデルの断層パラメータを確認した。
• Fujii and Satake(2008)では，「2007年千島地震を対象として50秒のライズタイムを設定し津波波形を再現した。」とさ

れており，郷右近ほか（2011）では，「2009年サモア地震を対象として60秒のライズタイムを設定し津波波形を再現した。
」とされている。

前ページ及び以上から，本検討におけるライズタイムは60秒に設定した。

土木学会(2002) （56）に一部加筆

2009年サモア地震※(正断層のMw7.9)：ライズタイム60秒

郷右近ほか(2011)に一部加筆

2007年千島地震（Mw7.9)：ライズタイム50秒

※：アウターライズの正断層型地震とプレート境界の逆断層型地震が
時間差をもって発生した双子地震であったとされる。

Fujii and Satake (2008) に一部加筆

第1023回審査会合
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基準波源モデルの設定：まとめ（１／２）

②地震規模（Mw8.6）の設定

④長さ:L，幅:W，すべり量:Dの設定

③剛性率：μの設定

⑤上縁深さ:d，傾斜角:δ，すべり角:λの設定

基準波源モデル設定フロー
設定根拠

1611年慶長地震の津波が海洋プレート
内地震である場合の地震規模Mw8.6を
考慮（相田(1977)，土木学会(2016)）
→P.300～P.303

1933年昭和三陸地震津波の波源パラメ
ータを基本に，土木学会(2016) のス
ケーリング則に基づき設定
→P.306

1933年昭和三陸地震津波の波源パラメ
ータに基づき設定
（土木学会（2016））
→P.306

剛性率は地震波速度や密度に関する既
往研究に基づき7.0×1010N/m2に設定（
土木学会(2016)等）
→P.304，P.305

海溝軸の向きと一致するように設定
→P.306

大間原子力発電所

⑥走向:θの設定

①想定波源域の設定

1933年昭和三陸地震発生位置を参考
に設定（土木学会(2016) の領域4），
波源域北端は発電所の位置を考慮し
，日本海溝北端に設定
→P.298，P.299

基準波源モデル

すべり量10.1m

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１６／３３）

以下のフロー及び設定根拠に基づき，基準波源モデルを設定した。

N

⑦ライズタイム：τの設定

1933年昭和三陸地震津波の再現性が高
いモデル（相田（1977）等）に基づき
60sに設定。
→P.307，P.308

第1023回審査会合
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• 想定波源域は，大間原子力発電所への影響を考慮し，日本海溝・千島海溝の島弧会合部に接するように日本海溝北端
部とした（P.299参照）。

• 地震規模は，1611年慶長地震の地震規模を参照し，Mw8.6とした。

基準波源モデルの設定：まとめ（２／２）

基準波源モデルのパラメータ

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１７／３３）

大間原子力発電所

基準波源モデル

すべり量10.1m

N

項 目 諸 元 主な設定根拠

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 8.6 土木学会（2016）

長さ Ｌ※（km) 283（185） 1933年昭和三陸地震津波の痕
跡高の再現性が高い波源パラ
メータを基本に，土木学会
（2016）のスケーリング則に
基づき設定

幅 Ｗ （km） 50

すべり量 Ｄ※（m） 10.1（6.6）

剛性率 μ （N/m2） 7.0×1010 土木学会（2016）等

地震ﾓｰﾒﾝﾄＭo（N・m） 1.00×1022 Mo=μＬＷＤ

走向 θ （°） 190 海溝軸の向き

上縁深さ d （km） １

1933年昭和三陸地震津波の痕
跡高の再現性が高い波源モデ
ル

傾斜角 δ （°） 45

すべり角 λ （°） 270

ライズタイムτ（s） 60

※：土木学会(2016)を参考に1933年昭和三陸地震モデルの長さ及びすべり量にスケーリング則を適用して設定。

( )：スケーリング則適用前の1933年昭和三陸地震モデルのパラメータ。
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３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１８／３３）

○パラメータスタディは，概略と詳細の２段階で実施するものとし，概略パラスタは津波水位に対して支配的因子，詳細パ
ラスタは津波水位に対して従属的因子の位置づけである 。パラスタ詳細は以下のとおり。

• 概略パラスタとして，断層の位置，走向及び傾斜方向を組合せた検討を実施した。

• 詳細パラスタとして，概略パラスタにおける最大水位上昇ケース及び最大水位下降ケースとなる２つの波源モデルを対
象に，傾斜角及び上縁深さを組合せた検討を実施した。

パラメータスタディ

大間原子力発電所

すべり量10.1m

基準波源モデル

N 概略パラメータスタディ

項目 変動範囲 ケース数

断層の位置

【南北方向】
基準，南方へ20km，40km

３

計
７２

【東西方向】
基準，東へ100kmまで50km単位で移動，
西へ50kmまで50km単位で移動

４

走向 基準（190°），±10° ３

傾斜方向 西傾斜（基準），東傾斜 ２

項目 変動範囲 ケース数

傾斜角
基準（45°：概略パラスタケース），
基準±5°

３
計
９

上縁深さ
0km，1km（基準：概略パラスタケー
ス），2km

３

詳細パラメータスタディ

第1023回審査会合
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項 目

基準波源モデル パラメータスタディ

諸 元 主な設定根拠 概略/
詳細パラスタ 変 動 幅 根拠又は

パラスタ未実施の理由

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 8.6 土木学会（2016） ― ―
既往津波に比べて保守的
である安全評価上の設定

長さ Ｌ（km) 283
1933年昭和三陸地震津波の痕跡高
の再現性が高い波源パラメータを
基本に，土木学会（2016）のス
ケーリング則に基づき設定

― ―

安全評価上設定した
Mw=8.6に基づき，スケー
リング則で設定

幅 Ｗ （km） 50 ― ―

すべり量 Ｄ（m） 10.1 ― ―

剛性率 μ （N/m2） 7.0×1010 土木学会（2016）等 ― ―
既往の地下構造情報及び
既往モデルを基に設定

地震ﾓｰﾒﾝﾄＭo（N・m） 1.00×1022 Ｍo=μＬＷＤ ― ― 他諸元からの算定値

走向 θ （°） 190 海溝軸の向き 概略パラスタ ±10°
既存断層パラメータの走
向の標準偏差相当，海底
地形調査結果

上縁深さ d （km） １

1933年昭和三陸地震津波の痕跡高
の再現性が高い波源モデル

詳細パラスタ 0㎞，1km，2km 土木学会（2002）の不確
かさ検討例

傾斜角 δ （°） 45 詳細パラスタ ±5° 土木学会（2002）の傾斜
角の標準偏差相当

すべり角 λ （°） 270 ― ― 鉛直変位量が最大となる
設定

ライズタイムτ（s） 60 ― ― 既往津波を再現する設定

断層の位置 日本海溝・千島海溝の島弧会合部に接するように設定 概略パラスタ

南方へ20㎞，40㎞ 断層長の1/10程度

東方へ100㎞まで50㎞単位
西方へ50㎞まで50㎞単位

地震の発生ﾒｶﾆｽﾞﾑと海底
地形

傾斜方向 西傾斜を基準とし東傾斜を設定 概略パラスタ 東傾斜 共役断層の考慮

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（１９／３３）

• 基準波源モデルの各パラメータに対し，パラスタ実施の考え方について以下のとおり整理した。

基準波源モデルの諸元及びパラメータスタディ整理表 第1023回審査会合
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パラスタ因子の妥当性について

• 三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波に関するパラメータスタディ検討因子は，土木学会（2016）におけるパラメータス
タディを原則実施する因子ともおおむね整合する。

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２０／３３）

土木学会（2016）に一部加筆

第1023回審査会合
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概略パラメータスタディ（１／８）：断層の位置（南北方向）・走向変化ケース

項目 変動範囲 備考

位置 基準，南方へ20km，40km
南北方向の位置については断層長
さの1/10程度を目安とした

走向 基準（190°），基準±10°
・土木学会（2002）の走向の 標

準偏差相当
・次ページ参照

 

土木学会（2002）に一部加筆

概略パラメータスタディ（断層の位置：南北方向・走向）

既存断層パラメータのばらつきの評価結果

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２１／３３）

・断層の南北方向位置と走向を変化させる検討を実施した。

N

概略パラメータスタディ

（南北方向位置・走向）

：走向＋10°
：走向基準
：走向－10°

第1023回審査会合
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概略パラメータスタディ（２／８）：走向変化ケース

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２２／３３）

• 中西（2017）では，「1933年昭和三陸地震の震源域を含む海域を対象とした海底地形調査結果が示されており，北
緯38度より北側ではNS（N0°）からN20°Eの断層地形が多く存在しており，これらの断層地形は海溝軸と平行ある
いはほぼ平行である。」とされている。

• この範囲は，パラメータスタディにおける走向の変動範囲（190°±10°）と一致する（P.315参照）。

中西(2017)に一部加筆マルチビーム音響測深に基づく断層等地形分布

断層地形の走向に関するローズダイヤグラム

検討対象海域

検討対象海域

第1023回審査会合
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概略パラメータスタディ（３／８）：断層の位置（東西方向）変化ケース

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２３／３３）

• 断層の東西方向位置を変化させる検討を実施した。

項目 変動範囲 備考

位置
（東西方向）

基準，東へ100kmまで50km
単位で移動，西へ50kmまで
50km単位で移動

・検討対象としている海洋プレー
ト内地震の発生メカニズムと
海底地形を考慮し設定した※。

・P.319参照

概略パラメータスタディ（断層の位置：東西方向）

※検討対象としている海洋プレート内地震は，海側のプレートが陸側プレー
トに沈み込みを開始する海溝軸沖合でプレートが下向きに曲げられること
により，伸張応力が作用して発生する正断層型の地震である。よって，基
準位置から西に50㎞，東に100㎞の変動範囲は，同様の地震の発生領域を十
分に包絡していると考えられる。

Ａ

Ａ’
Ｂ

Ｂ’Ｃ

Ｃ’

※南北方向：基準位置，
走向：基準，西傾斜

西へ
50km

東へ
50km

東へ
100km

基
準

-10000

-9000
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-7000
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0

-200 -100 0 100 200 300
標
高
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）
距離（ｋｍ）

Ａ-Ａ’断面図

Ｂ-Ｂ’断面図

Ｃ-Ｃ’断面図

海底地形と断層配置の関係

東西方向変動範囲

検討対象の地震が発生する可能性
が高い箇所。
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概略パラメータスタディ（４／８）：傾斜角・傾斜方向変化ケース

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２４／３３）

・沈み込んだ海洋プレート内地震の断層モデルの傾斜角は，プレート境界面の傾斜を考慮する。
・また，既に考慮済みである1933年昭和三陸地震の傾斜角の西傾斜ケースに加え，起震応力が共通で共役な断層となること
を踏まえた東傾斜ケースについても考慮する。

概略パラメータスタディ（傾斜角・傾斜方向）

項目 変動範囲 備考

傾斜方向 西傾斜（基準），東傾斜
・共役断層の考慮
・次ページ参照

海溝軸プレート境界面
の傾斜

東側

:西傾斜の基準位置
:東傾斜の基準位置
:位置のパラメータスタディ

西側

東西方向の位置，断層の傾斜に関する
不確かさ考慮方法（概念）

:西傾斜
:東傾斜

南北方向：基準位置，走向：基準のケース

基準
西へ
50km

東へ
50km

東へ
100km

概略パラメータスタディ

（東西方向・傾斜角・傾斜方向）

N

第1023回審査会合
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概略パラメータスタディ（５／８）：断層の位置（東西方向）及び傾斜方向変化ケース

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２５／３３）

Tsuru and Park（2000）に一部加筆

日本海溝

• Tsuru and Park（2000）では，「1933年昭和三陸地震の震源域を含む海域を対象としたマルチチャンネル音波探査
に基づく海底地質調査によれば，以下のとおり，海洋プレート上面の正断層構造は，日本海溝から陸側に約30km，
沖合側に約110kmの範囲に存在する」ことが示されている。
（海底面に達していない断層を含めた正断層構造は）日本海溝から沖合側に約110kmの位置から確認できる。
沈み込んだプレート内では，日本海溝から陸側に約30kmの範囲で正断層構造が確認できる。

• したがって，おおむね海溝軸付近の基準位置から西へ50km，東へ100kmとしたパラメータスタディの範囲（P.317)は
1933年昭和三陸地震の震源域を含む海域を対象としたプレート内正断層の分布範囲とほぼ整合的である。

• また， Tsuru and Park（2000）では，「1933年昭和三陸地震の震源域を含む海域に分布する断層の傾斜方向は，東
傾斜及び西傾斜の両方向」が示されており，東傾斜を考慮することとも整合的である。

音波探査に基づく正断層分布

第1023回審査会合
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概略パラメータスタディ結果一覧

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２６／３３）

・概略パラメータスタディの結果は以下のとおりである。

南北
位置

東西
位置

走向
最大水位
上昇量

最大水位
下降量

南北
位置

東西
位置

走向
最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基準

東へ
100km

-10° 1.30m －1.09m

南方
へ

40km

東へ
100km

-10° 1.12m －1.02m

基準 1.85m －1.47m 基準 1.23m －1.15m

+10° 2.71m －1.61m +10° 2.04m －1.48m

東へ
50km

-10° 1.41m －1.23m
東へ
50km

-10° 1.17m －1.04m

基準 2.01m －1.49m 基準 1.24m －1.18m

+10° 2.63m －1.70m +10° 1.83m －1.52m

基準

-10° 1.63m －1.27m

基準

-10° 1.25m －1.05m

基準 2.24m －1.53m 基準 1.24m －1.31m

+10° 2.57m －1.74m +10° 1.59m －1.47m

西へ
50km

-10° 1.40m －1.53m
西へ
50km

-10° 1.57m －0.91m

基準 1.71m －1.85m 基準 1.35m －1.35m

+10° 1.99m －1.65m +10° 1.21m －1.33m

南方
へ

20km

東へ
100km

-10° 1.25m －1.02m

基準 1.54m －1.33m

+10° 2.42m －1.50m

東へ
50km

-10° 1.25m －1.08m

基準 1.63m －1.31m

+10° 2.29m －1.55m

基準

-10° 1.13m －1.07m

基準 1.69m －1.37m

+10° 2.14m －1.57m

西へ
50km

-10° 1.32m －1.09m

基準 1.46m －1.64m

+10° 1.48m －1.46m

南北
位置

東西
位置

走向
最大水位
上昇量

最大水位
下降量

南北
位置

東西
位置

走向
最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基準

東へ
100km

-10° 1.36m －1.55m

南方
へ
40km

東へ
100km

-10° 1.27m －1.20m

基準 1.50m －2.05m 基準 1.22m －1.62m

+10° 2.28m －2.48m +10° 1.96m －2.16m

東へ
50km

-10° 1.54m －1.76m
東へ
50km

-10° 1.28m －1.27m

基準 1.65m －2.15m 基準 1.29m －1.64m

+10° 2.02m －2.47m +10° 1.90m －2.05m

基準

-10° 1.46m －1.79m

基準

-10° 1.38m －1.17m

基準 1.79m －2.17m 基準 1.32m －1.54m

+10° 1.95m －2.41m +10° 1.76m －1.88m

西へ
50km

-10° 1.51m －1.45m
西へ
50km

-10° 1.68m －1.24m

基準 1.64m －1.92m 基準 1.66m －1.62m

+10° 1.97m －2.25m +10° 1.41m －1.54m

南方
へ
20km

東へ
100km

-10° 1.37m －1.38m

基準 1.32m －1.84m

+10° 2.05m －2.35m

東へ
50km

-10° 1.47m －1.52m

基準 1.37m －1.91m

+10° 1.99m －2.29m

基準

-10° 1.35m －1.42m

基準 1.40m －1.85m

+10° 1.93m －2.18m

西へ
50km

-10° 1.47m －1.41m

基準 1.70m －1.75m

+10° 1.78m －1.91m

傾斜方向：西傾斜 傾斜方向：東傾斜

概略パラメータスタディ（６／８）：検討結果

:概略パラスタ 最大水位上昇ケース

:概略パラスタ 最大水位下降ケース
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①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 1 5 )

(  - 1 . 1 6 )

  1 . 1 5 m (  7 8 . 8 分 )

 - 1 . 1 6 m (  7 5 . 5 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 6 0 )

(  - 1 . 3 9 )

  1 . 6 0 m (  7 8 . 2 分 )

 - 1 . 3 9 m (  7 5 . 9 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 3 )

(  - 1 . 5 4 )

  2 . 3 3 m (  7 8 . 0 分 )

 - 1 . 5 4 m (  7 6 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 7 0 )

(  - 1 . 6 1 )

  2 . 7 0 m (  7 7 . 8 分 )

 - 1 . 6 1 m ( 1 5 5 . 5 分 )最大水位上昇量分布

G領域 ⊿s=5m

水位時刻歴波形

概略パラメータスタディ結果（７／８）：最大水位上昇ケース検討結果

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２７／３３）

• 敷地における概略パラメータスタディの最大水位上昇ケース検討結果は以下のとおりである。

N

波源モデル

大間原子力発電所

最大水位上昇ケース
・波源の南北位置：基準
・波源の東西位置：東へ100km
・傾斜方向：西傾斜
・走向：基準+10°

2.71m
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最大水位下降量分布

G領域 ⊿s=5m

－2.48m

水位時刻歴波形

概略パラメータスタディ結果（８／８）：最大水位下降ケース検討結果

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２８／３３）

• 取水口スクリーン室前面における概略パラメータスタディの最大水位下降ケース検討結果は以下
のとおりである。

最大水位下降ケース
・波源の南北位置：基準
・波源の東西位置：東へ100km
・傾斜方向：東傾斜
・走向：基準+10°

N

波源モデル

大間原子力発電所

①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 2 3 )

(  - 1 . 4 0 )

  1 . 2 3 m (  7 8 . 8 分 )

 - 1 . 4 0 m (  7 5 . 1 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 4 8 )

(  - 1 . 8 6 )

  1 . 4 8 m (  7 8 . 5 分 )

 - 1 . 8 6 m (  7 5 . 7 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 8 7 )

(  - 2 . 2 6 )

  1 . 8 7 m (  9 5 . 9 分 )

 - 2 . 2 6 m (  7 6 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 2 1 )

(  - 2 . 4 8 )

  2 . 2 1 m (  7 9 . 7 分 )

 - 2 . 4 8 m (  7 6 . 6 分 )
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詳細パラメータスタディ（１／４）：傾斜角・上縁深さ変化ケース

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（２９／３３）

・傾斜角及び上縁深さを変化させる検討を実施した。
・各パラメータの変動は，土木学会（2002）の既存断層パラメータの傾斜角のばらつき評価結果（約５°）及び断層上縁深
さの不確かさ検討状況（０，１，２km）を参考に設定した。

 

土木学会（2002）に一部加筆

既存断層パラメータのばらつきの評価結果

土木学会（2002）に一部加筆

海域の領域区分 断層上縁深さの不確かさ考慮方法

項目 変動範囲 ケース数

傾斜角 基準（45°），基準±５°
土木学会（2002）の傾斜角の標
準偏差相当

上縁深さ

海溝より東側の場合 ０km，１km（基準），２km
土木学会（2002）の不確かさ検
討例を参考に設定

海溝より西側の場合
各波源位置のプレート境界面からの深さ
０km，１km（基準），２km

詳細パラメータスタディ

第1023回審査会合

資料1-1 P.3.2.3-31再掲

323



詳細パラメータスタディ結果

N

詳細パラメータスタディ（２／４）：検討結果

最大ケースの波源モデル

大間原子力発電所

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（３０／３３）

・詳細パラメータスタディの結果は以下のとおりである。

概略
パラスタ

傾斜
方向

南北
位置

東西
位置

走向 傾斜角 上縁深さ
最大水位
上昇量

最大水位
下降量

上
昇
側

西
傾
斜

基
準

東へ
100km

+10°

-５°

０km 2.55m －1.68m

基準 2.54m －1.65m

２km 2.52m －1.63m

基準

０km 2.71m －1.61m

基準 2.71m －1.61m

２km 2.70m －1.63m

+５°

０km 2.89m －1.61m

基準 2.90m －1.62m

２km 2.88m －1.63m

下
降
側

東
傾
斜

基
準

東へ
100km

+10°

-５°

０km 2.22m －2.35m

基準 2.25m －2.37m

２km 2.27m －2.37m

基準

０km 2.26m －2.47m

基準 2.28m －2.48m

２km 2.29m －2.48m

+５°

０km 2.28m －2.56m

基準 2.29m －2.57m※

２km 2.30m －2.57m

N

大間原子力発電所

最大水位上昇ケース
・波源の南北位置：基準
・波源の東西位置：東へ100km
・傾斜方向：西傾斜
・走向：基準+10°
・傾斜角：基準+５°
・上縁深さ：基準

最大水位下降ケース
・波源の南北位置：基準
・波源の東西位置：東へ100km
・傾斜方向：東傾斜
・走向：基準+10°
・傾斜角：基準+５°
・上縁深さ：基準

※:小数第３位まで考慮すると，上縁深さ基準（１km）で最大。

:詳細パラスタ 最大水位上昇ケース

:詳細パラスタ 最大水位下降ケース
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2.90m

最大水位上昇量分布

G領域 ⊿s=5m

水位時刻歴波形

詳細パラメータスタディ結果（３／４）：最大水位上昇ケース検討結果

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（３１／３３）

• 敷地における詳細パラメータスタディの最大水位上昇ケース検討結果は以下のとおりである。

N

波源モデル

大間原子力発電所

最大水位上昇ケース
・波源の南北位置：基準
・波源の東西位置：東へ100km
・傾斜方向：西傾斜
・走向：基準+10°
・傾斜角：基準+5°
・上縁深さ：基準

①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 1 4 )

(  - 1 . 1 3 )

  1 . 1 4 m (  7 8 . 8 分 )

 - 1 . 1 3 m (  7 5 . 5 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 6 4 )

(  - 1 . 3 5 )

  1 . 6 4 m (  7 8 . 2 分 )

 - 1 . 3 5 m (  7 6 . 0 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 4 5 )

(  - 1 . 4 9 )

  2 . 4 5 m (  7 8 . 0 分 )

 - 1 . 4 9 m (  7 6 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 8 7 )

(  - 1 . 6 2 )

  2 . 8 7 m (  7 7 . 8 分 )

 - 1 . 6 2 m ( 1 5 5 . 3 分 )
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最大水位下降量分布

G領域 ⊿s=5m

－2.57m

水位時刻歴波形

詳細パラメータスタディ結果（４／４）：最大水位下降ケース検討結果

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（３２／３３）

• 取水口スクリーン室前面における詳細パラメータスタディの最大水位下降ケース検討結果は以下
のとおりである。

N

波源モデル

大間原子力発電所

最大水位下降ケース
・波源の南北位置：基準
・波源の東西位置：東へ100km
・傾斜方向：東傾斜
・走向：基準+10°
・傾斜角：基準+5°
・上縁深さ：基準

①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 2 1 )

(  - 1 . 4 5 )

  1 . 2 1 m (  7 8 . 9 分 )

 - 1 . 4 5 m (  7 5 . 1 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 4 7 )

(  - 1 . 9 4 )

  1 . 4 7 m (  7 9 . 6 分 )

 - 1 . 9 4 m (  7 5 . 7 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 8 7 )

(  - 2 . 3 5 )

  1 . 8 7 m (  9 5 . 9 分 )

 - 2 . 3 5 m (  7 6 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0 4 2 0 4 8 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

3 . 0

0 . 0

- 3 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 2 1 )

(  - 2 . 5 7 )

  2 . 2 1 m (  7 9 . 8 分 )

 - 2 . 5 7 m (  7 6 . 6 分 )
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各パラメータスタディの最大ケース一覧表

敷地における
最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面における
最大水位下降量

概略パラメータスタディ 2.71m －2.48m

詳細パラメータスタディ 2.90m －2.57m

• 三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波の検討結果は下表のとおりである。

三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波検討結果

３-２-３．三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波（３３／３３）
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６ -２ .基準津波の選定
６ -３ .基準津波選定結果の検証
６ -３ -１ .既往津波との比較
６ -３ -２ .行政機関による既往評価との比較

７．基準津波



チリ沖に想定される地震に伴う津波の検討フロー

基準波源モデルの設定 概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ

変動パラメータ※

・断層の位置

・走向

変動パラメータ※

・傾斜角

・上縁深さ

• チリ沖に想定される地震に伴う津波については，1960年チリ地震津波が当該海域における最大規模の津波であるこ
とを踏まえ，既往津波高を再現する波源モデルを基本として，以下のフローで検討を実施した。

N 概略パラメータスタディにおい
て最大水位上昇ケース及び最大
水位下降ケースとなる２つの波
源モデルを詳細パラメータスタ
ディの検討対象とする。

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１／２８）

※：変動幅は敷地への影響及び
科学的知見を考慮し設定。

km
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• ペルー・チリ海溝は，南アメリカプレートの下方に，西方からナスカプレートが沈み込んでいるプレート境
界である。

• プレート境界が固着していることにより，沈み込みに伴って，両プレートの境界にはひずみが蓄
積されており，過去にはＭ９クラスの1960年チリ地震等，このひずみを解放する巨大地震及び津
波が発生している。

チリ沖について

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２／２８）
第1023回審査会合
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基準波源モデルの設定（基本方針）

• チリ沖に想定される地震に伴う津波の検討に当たっては，1960年チリ地震津波が当該海域に
おける最大規模の津波であること，及び当該海域で発生する津波の敷地への影響が大きいと
考えられること※を踏まえ，1960年チリ地震津波の波源モデルを基準波源モデルとして設定
する。

• 想定波源域については，既往の知見を基に太平洋を取り巻くプレート間のうち大間原子力発
電所への影響が最も大きくなる位置及びチリ沖の破壊伝播の検討を考慮して設定する。

• 基準波源モデルのパラメータに関しては，歴史上最大規模の1960年チリ地震津波の波源モデ
ルを基本とし設定する。なお，遠地からの津波は日本に到達するまでに短周期成分が逸散す
るため，長周期成分が卓越するように均質モデルとして検討する。

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（３／２８）

※：第1023回審査会合 資料1－2 「６．チリ沖に想定される地震に伴う津波の影響検討」参照。

第1023回審査会合

資料1-1 P.3.3-4再掲
332



３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（４／２８）

③長さ:Ｌ，幅:Ｗ，すべり量:Ｄ
走向:θ ，上縁深さ:ｄ

傾斜角:δ，すべり角:λの設定

①想定波源域の設定

モーメントマグニチュード：Mwの算定
Mw=(logMo-9.1)/1.5

ここで，Mo=μLWD

②剛性率：μの設定

④ライズタイム：τの設定

基準波源モデルの設定（設定手順）

以下の手順に基づき，基準波源モデルを設定する。

基準波源モデル 設定手順

P.334～P.339

P.340，P.341

P.342

P.343

第1023回審査会合
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（５／２８）

① 想定波源域の設定（１／６）：既往地震の発生履歴

環太平洋の大地震の分布

佐竹（2013）に一部加筆

チリ沿岸の津波波源域分布（1900-2010）

羽鳥（2011）に一部加筆

ナスカプレート

• 1960年チリ地震は，チリ沖合の海溝沿いにおけるナスカプレートの沈み
込みによって発生したプレート間地震であり，歴史上最大の地震（Ｍ
9.5)である。

• 文献調査から，チリ沖の波源域で発生した津波のうち，津軽海峡沿岸及
び敷地に最も影響を及ぼしたと考えられる津波としても，1960年チリ地
震津波を抽出している。

第1023回審査会合
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（６／２８）

① 想定波源域の設定（２／６）：破壊伝播の検討（１／４）

• チリ沖の地震発生範囲に係る破壊の境界に関する知見について確認した。（P.335～P.338)

• チリ沖で約300年間隔で繰り返し発生させるＭ９クラスの巨大地震領域の北端は，Arauco半島の地下構造が不連続な位置と一致して
いることが示されている。 Melnick et al.(2009)による

チリ沖（北端）

（a）主要なM8以上の沈み込み地震のセグメント
（b）Arauco半島の位置と主要な歴史地震の領域の関係 Arauco半島沿いの地殻構造の縦断面図 地震構造モデル

Valdivia沖に位置する1960年チリ地震の発生領
域とConcepcion沖の既往地震発生領域とは別領
域であり，これら領域の境界は，Arauco半島の
沖合とほぼ一致する。

（a） （b）

Arauco半島には東西方向に背斜軸が存在する。

Arauco半島以南の地震構造モデルを
Intra-arc strike-slip，以北の地震構
造モデルをForearc & Back-arc 
thrustingに区分しており，Arauco半島
を挟んで運動形態が異なる。

Melnick et al.(2009)に一部加筆

NNE SSW
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（７／２８）

① 想定波源域の設定（３／６）：破壊伝播の検討（２／４）

チリ沖(南端）

• 1960年チリ地震の南端は，主要な断裂帯及びプレート境界が破壊伝播のバリアとなっている可能性があると考えられる。

松本ほか（2010）に一部加筆

チリ沖三重会合点（CTJ）

チリ沖三重会合点（CTJ）

1960年チリ地震の地殻変動データを基に
したインバージョン解析により得られた
すべり分布と主要な断裂帯の位置関係

Barrientos and Ward（1990）に一部加筆

1960年チリ地震の地
殻変動データをもと
に，インバージョン
法によりすべり量分
布を推定した結果，
1960年チリ地震の北
端はMocha断裂帯，南
端はGuamblin断裂帯
とDarwin断裂帯の位
置と一致している。

南米チリ沖の
46°30’S付近は
ナスカプレート，
南極プレート，南
米プレートの境界
である「チリ沖三
重会合点」が存在
する。

Barrientos and Ward（
1990）による1960年チ
リ地震のすべり量分布
の南端の位置と「チリ
沖三重会合点」はほぼ
一致している。
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• 1960年チリ地震の破壊領域北端に関する知見
 Philibosian and Meltzner（2020）では，

「Arauco半島沖は，地震の履歴からみて南北
両方向からの破壊が及ぶ（2010年チリ地震
（Mw8.8）等は北方から破壊が到達している）
が，それより先に破壊が進行しない「恒常的
なバリア」※である」と示されている。

 Dura et al.（2017）では，「地質及び生物化
石調査によれば，過去600年間で７回の巨大地
震がArauco半島沖で破壊を停止している」と
されている。

• 1960年チリ地震の破壊領域南端に関する知見
 Philibosian and Meltzner（2020）では，

「チリ海嶺が沈み込む南側（三重会合点付
近）は，プレートの収束速度が小さく，Ｍ7.5
以上の地震も発生していないことから，「恒
常的なバリア」※であろう」とされている。

Philibosian and Meltzner(2020)に一部加筆

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（８／２８）

① 想定波源域の設定（４／６）：破壊伝播の検討（３／４）

巨大地震の破壊記録（空間的＆時間的）

1960年チリ地震
の破壊領域

Arauco半島

チリ海嶺

※：恒常的なバリア（persistent barrier)
Philibosian and Meltzner（2020）では，「その場所を通過 した

破壊がひとつも知られていないもの」を指す。

2010年チリ地震
の破壊領域

チリ沖(北端及び南端）

第1023回審査会合
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（９／２８）

・1960年チリ地震の北端及び南端にはそれぞれ構造境界が存在すると考えられる。

・1960年チリ地震では，この構造境界のほぼ全域が破壊したと考えられる。

① 想定波源域の設定（５／６）：破壊伝播の検討（４／４）

破壊伝播の検討のまとめ

第1023回審査会合
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１０／２８）

① 想定波源域の設定（６／６）：安全評価上の想定波源域の考え方

1960年チリ地震では構造境界のほぼ全域が破壊したと考えられることから，安全評価上の想定波源域として，1960年チリ地
震津波を再現するモデルの範囲とした。

修正K&CモデルMw=9.4

Arauco半島

チリ沖三重会合点

km
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② 剛性率の設定（１／２）

• 土木学会（2016）では，「地震波速度や密度に関する既往研究に基づき，海域毎に標準値が設定されており，断層
全体が深さ20㎞以浅と以深にまたがって存在する場合の剛性率は5.0×1010N/m2」とされている。

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１１／２８）

震源付近の媒質の剛性率の標準値

土木学会（2016）に一部加筆

第1023回審査会合
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Barrientos and Ward(1990)

Fujii and Satake(2013)

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１２／２８）

② 剛性率の設定（２／２）

• 1960年チリ地震の断層モデルを検討した文献において採用された剛性率を調査した※。
• その結果，いずれのモデルにおいても剛性率5.0×1010N/m2が採用されており，この値は当該海域で発生するプレート間

巨大地震の剛性率として妥当であると考えられる。

前ページ及び以上から，剛性率は5.0×1010N/m2とした。

※：Fujii and Satake(2013)に記載された津波または地殻変動を再現する1960年チリ地震のモデルのうち，剛性率が記載されているものを対象とした。
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修正K&Cモデル（Mw=9.4）

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１３／２８）

③ 長さ・幅・すべり量・走向・上縁深さ・傾斜角・すべり角の設定

設定パラメータ

• 波源のパラメータの長さＬ，幅Ｗ，すべり量Ｄ，走向θ，上縁深さｄ，
傾斜角δ及びすべり角λは，歴史記録上最大の地震である1960年チリ地
震津波の既往津波高の再現性が高いモデル※のパラメータを採用した。

項 目 諸 元 設定根拠

長さ Ｌ（km) 800

1960年チリ地震津波の既
往津波高の再現性が高い
モデルのパラメータを採
用

幅 Ｗ ※（km） 150 (200)

すべり量 Ｄ※（m） 28.8 (24.0)

走向 θ （°） 10

上縁深さｄ（km） １

傾斜角 δ （°） 10

すべり角 λ （°） 90

※Kanamori and Cipar(1974)の幅及びすべり量を修正して設定。

諸元の( )：修正前の値。

km
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１４／２８）

④ ライズタイムの設定

• 後藤・佐藤（1993）の1960年チリ地震津波の津波痕跡高さ再現モデルでは，「海底の変位を海面上に与える際には，
変動全体が瞬時に完了するもの」とされている。

以上より，ライズタイムは０秒（瞬時に変位完了）とした。

後藤・佐藤(1993)に一部加筆

第1023回審査会合
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設定根拠

1960年の地震のKanamori and Cipar
（1974）のパラメータのうち，北海
道，青森県及び岩手県の痕跡津波高
を再現できるように幅Ｗとすべり量
Ｄを修正
→P.342

地震波速度や密度に関する既往研究
に基づき5.0×1010N/m2に設定（土木
学会（2016）等）
→P.340，P.341

既往地震の発生履歴，破壊伝播に関
する検討に基づき設定
→P.334～P.339

N

基準波源モデル（修正K&CモデルMw=9.4）

すべり量28.8m

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１５／２８）

• 以下のフロー及び設定根拠に基づき，基準波源モデルを設定した。

③長さ:Ｌ，幅:Ｗ，すべり量:Ｄ
走向:θ ，上縁深さ:ｄ

傾斜角:δ，すべり角:λの設定

基準波源モデル設定フロー

①想定波源域の設定

モーメントマグニチュード：Mwの算定
Mw=(logMo-9.1)/1.5

ここで，Mo=μLWD

②剛性率：μの設定

④ライズタイム：τの設定

1960年チリ地震津波の再現性が高い
モデル（後藤・佐藤（1993））に基
づき0sに設定
→P.343

km

基準波源モデルの設定：まとめ（１／２）

第1023回審査会合

資料1-1 P.3.3-16再掲
344



• 想定波源域及び地震規模は，1960年チリ地震津波の既往津波高
を再現するモデル※を参照し設定した。

基準波源モデルの設定：まとめ（２／２）

基準波源モデルのパラメータ

基準波源モデル

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１６／２８）

N

すべり量28.8m

項 目 諸 元 主な設定根拠

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 9.43（9.46） Mw=(logMo-9.1)/1.5

長さ Ｌ （km） 800
1960年チリ地震津波の
痕跡高の再現性が高い
モデル

幅 Ｗ※（km） 150 (200)
1960年チリ地震津波の
痕跡高の再現性が高い
モデルを基本とし，再
現性が確認できる量に
修正

すべり量 Ｄ※（m） 28.8 (24.0)

剛性率 μ （N/m2） 5.0×1010 土木学会（2016）等

地震ﾓｰﾒﾝﾄMo（N・m） 1.73×1023(1.92×1023) Mo=μLWD

走向 θ （°） 10

1960年チリ地震津波の
痕跡高の再現性が高い
モデル

上縁深さ ｄ （km） １

傾斜角 δ （°） 10

すべり角 λ （°） 90

ライズタイムτ（s） 0

※：Kanamori and Cipar(1974)の幅及びすべり量を修正して設定。

( )：修正前の値。

km
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概略パラメータスタディ

パラメータスタディ

○パラメータスタディは，概略と詳細の２段階で実施するものとし，概略パラスタは津波水位に対して支配的因子，詳
細パラスタは津波水位に対して従属的因子の位置づけである 。パラスタ詳細は以下のとおり。

• 概略パラスタとして，断層の位置，及び走向を組合せた検討を実施した。
• 詳細パラスタとして，概略パラスタにおける最大水位上昇ケース及び最大水位下降ケースとなる２つの波源モデル

を対象に，傾斜角及び上縁深さを組合せた検討を実施した。

項目 変動範囲 ケース数

断層の位置 基準，北方へ100km，200km ３
計
９

走向 基準（10°），基準±５° ３

詳細パラメータスタディ

項目 変動範囲 ケース数

傾斜角
基準（10°：概略パラスタケース），
基準±５°

３

計
９

上縁深さ
０㎞,
１km（基準：概略パラスタケース）,
２km

３

基準波源モデル

N

すべり量28.8m

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１７／２８）

km
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１８／２８）

項 目

基準波源モデル パラメータスタディ

諸 元 主な設定根拠 概略/
詳細パラスタ 変 動 幅 根拠又は

パラスタ未実施の理由

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 9.4 Mw=(logMo-9.1)/1.5 ― ― 他諸元からの算定値

長さ Ｌ （km） 800 1960年チリ地震津波の痕跡高の再現性
が高いモデル ― ―

既往最大規模の地震津波の再現
モデルを適用

幅 Ｗ（km） 150 (200)
1960年チリ地震津波の痕跡高の再現性
が高いモデルを基本とし，再現性が確
認できる量に修正

― ―

すべり量 Ｄ（m） 28.8 (24.0) ― ―

剛性率 μ （N/m2） 5.0×1010 土木学会（2016） ― ―
既往の地下構造情報及び既往モ
デルを基に設定

地震ﾓｰﾒﾝﾄMo（N・m） 1.73×1023 Mo=μLWD ― ― 他諸元からの算定値

走向 θ （°） 10

1960年チリ地震津波の痕跡高の再現性
が高いモデル

概略パラスタ ±５° 海溝軸から大きくはみ出さない
範囲

上縁深さ ｄ （km） １ 詳細パラスタ ±１㎞ 再現モデルを参照し前後１㎞と
した

傾斜角 δ （°） 10 詳細パラスタ ±５° 土木学会（2002）の日本海溝・
千島海溝の標準偏差を参照

すべり角 λ （°） 90 ― ― 鉛直変位量が最大となる設定

ライズタイムτ（s） 0 ― ― 既往津波を再現する設定かつ津
波高さが大きくなる設定

断層の位置 1960年チリ地震津波を再現するモデルの範囲 概略パラスタ 北方へ100㎞，200㎞ プレート境界や構造境界を考慮
して波源長さの1/10程度

• 基準波源モデルの各パラメータに対し，パラスタ実施の考え方について以下のとおり整理した。

基準波源モデルの諸元及びパラメータスタディ整理表

第1023回審査会合
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パラスタ因子の妥当性について

チリ沖に想定される地震に伴う津波に関するパラメータスタディ検討因子は，土木学会（2016）におけるパラメータスタディを
原則実施する因子ともおおむね整合する。

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（１９／２８）

土木学会（2016）に一部加筆

第1023回審査会合
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N

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２０／２８）

概略パラメータスタディ（１／４）：断層の位置・走向変化ケース

項目 値の範囲 備考

断層の位置
基準

北方へ100km
北方へ200km

プレート境界（S46°付近）や構造境界
（S37°付近）を考慮して波源長さ（800km）
の1/10程度を移動。

走向
基準（10°）
基準±５°

海溝軸から大きくはみ出さない範囲で設定。

：走向＋５°

：走向基準

：走向－５°

概略パラメータスタディ

概略パラメータスタディ

断層の位置と走向を変化させる検討を実施した。

km
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最大水位上昇及び最大水位下降ケース
・位置：基準
・走向：基準

概略パラメータスタディ結果一覧

N

南北位置 走向 最大水位上昇量 最大水位下降量

北方へ+200km

-５° 2.07m －2.48m

基準 1.99m －2.39m

+５° 1.87m －2.00m

北方へ+100km

-５° 2.18m －2.71m

基準 2.14m －2.69m

+５° 2.00m －2.11m

基準

-５° 2.34m －2.68m

基準 2.34m※ －2.79m

+５° 1.95m －2.34m

最大ケースの波源モデル

概略パラメータスタディ（２／４）：検討結果

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２１／２８）

概略パラメータスタディの結果は以下のとおりである。

※:小数第３位まで考慮すると基準走向で最大。

km

:概略パラスタ 最大水位上昇ケース

:概略パラスタ 最大水位下降ケース

第1023回審査会合
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①防波堤開口部      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 0 )

(  - 2 . 5 7 )

  2 . 3 0 m ( 5 1 1 . 8 分 )

 - 2 . 5 7 m ( 5 7 5 . 3 分 )

②港内中央          

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 3 )

(  - 2 . 6 7 )

  2 . 3 3 m ( 5 1 2 . 0 分 )

 - 2 . 6 7 m ( 5 7 5 . 1 分 )

③取水口CW前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 4 )

(  - 2 . 7 5 )

  2 . 3 4 m ( 5 1 2 . 3 分 )

 - 2 . 7 5 m ( 5 7 5 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

時　　間　　（時間）

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 4 )

(  - 2 . 7 9 )

  2 . 3 4 m ( 5 1 2 . 4 分 )

 - 2 . 7 9 m ( 5 7 5 . 4 分 )

水位時刻歴波形

概略パラメータスタディ（３／４）：最大水位上昇ケース検討結果

※：地震発生20時間後を０時間としている。

最大水位上昇量分布

G領域 ⊿s=5m

2.34m

※

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２２／２８）

敷地における概略パラメータスタディの最大水位上昇ケース検討結果は以下のとおりである。

最大水位上昇ケース
・位置：基準
・走向：基準

N

波源モデル

km
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水位時刻歴波形

概略パラメータスタディ（４／４）：最大水位下降ケース検討結果

※地震発生20時間後を０時間としている。

－2.79m

最大水位下降量分布

G領域 ⊿s=5m

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２３／２８）

※

取水口スクリーン室前面における概略パラメータスタディの最大水位下降ケース検討
結果は以下のとおりである。

最大水位下降ケース
・位置：基準
・走向：基準

N

波源モデル

①防波堤開口部      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 0 )

(  - 2 . 5 7 )

  2 . 3 0 m ( 5 1 1 . 8 分 )

 - 2 . 5 7 m ( 5 7 5 . 3 分 )

②港内中央          

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 3 )

(  - 2 . 6 7 )

  2 . 3 3 m ( 5 1 2 . 0 分 )

 - 2 . 6 7 m ( 5 7 5 . 1 分 )

③取水口CW前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 4 )

(  - 2 . 7 5 )

  2 . 3 4 m ( 5 1 2 . 3 分 )

 - 2 . 7 5 m ( 5 7 5 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

時　　間　　（時間）

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 3 4 )

(  - 2 . 7 9 )

  2 . 3 4 m ( 5 1 2 . 4 分 )

 - 2 . 7 9 m ( 5 7 5 . 4 分 )

km
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２４／２８）

詳細パラメータスタディ（１／４）：傾斜角・上縁深さ変化ケース

項目 値の範囲 備考

傾斜角
基準（10°）
基準±５°

土木学会（2002）の日本海溝・千島海溝の標準
偏差を参照した。

上縁深さ
基準（１㎞）
基準±１km

再現モデルが１kmであることから，ごく浅いと
想定し，±１kmとした。

：傾斜角＋５°

：傾斜角基準

：傾斜角－５°

土木学会（2002）に一部加筆

N

詳細パラメータスタディ

詳細パラメータスタディ

既存断層パラメータのばらつきの評価結果

傾斜角と上縁深さを変化させる検討を実施した。

km
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２５／２８）

詳細パラメータスタディ結果一覧

N

南北位置 走向 傾斜角 上縁深さ 最大水位上昇量 最大水位下降量

基準 基準

－５°

０km 1.39m －1.73m

１km 1.38m －1.74m

２km 1.43m －1.83m

基準

０km 2.35m －2.79m

１km 2.34m －2.79m

２km 2.37m －2.86m

＋５°

０km 3.04m －3.43m

１km 3.02m －3.43m

２km 3.06m －3.48m

最大ケースの波源モデル

詳細パラメータスタディ（２／４）：検討結果

詳細パラメータスタディの結果は以下のとおりである。

最大水位上昇及び最大水位下降ケース
・位置：基準
・走向：基準
・傾斜角：＋５°
・上縁深さ：２km

km

:詳細パラスタ 最大水位上昇ケース

:詳細パラスタ 最大水位下降ケース

第1023回審査会合
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３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２６／２８）

最大水位上昇量分布

G領域 ⊿s=5m

3.06m

詳細パラメータスタディ（３／４）：最大水位上昇ケース検討結果

敷地における詳細パラメータスタディの最大水位上昇ケース検討結果は以下のとおりである。

最大水位上昇ケース
・位置：基準
・走向：基準
・傾斜角：＋５°
・上縁深さ：２km

N

波源モデル

①防波堤開口部      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 0 )

(  - 3 . 2 4 )

  3 . 0 0 m ( 5 1 1 . 6 分 )

 - 3 . 2 4 m ( 5 7 5 . 3 分 )

②港内中央          

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 3 )

(  - 3 . 3 3 )

  3 . 0 3 m ( 5 1 1 . 3 分 )

 - 3 . 3 3 m ( 5 7 5 . 3 分 )

③取水口CW前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 4 )

(  - 3 . 4 2 )

  3 . 0 4 m ( 5 1 1 . 2 分 )

 - 3 . 4 2 m ( 5 7 5 . 4 分 )

④取水口SC前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

時　　間　　（時間）

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 6 )

(  - 3 . 4 8 )

  3 . 0 6 m ( 5 1 1 . 2 分 )

 - 3 . 4 8 m ( 5 7 5 . 7 分 )

水位時刻歴波形

※：地震発生20時間後を０時間としている。

※

km
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①防波堤開口部      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 0 )

(  - 3 . 2 4 )

  3 . 0 0 m ( 5 1 1 . 6 分 )

 - 3 . 2 4 m ( 5 7 5 . 3 分 )

②港内中央          

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 3 )

(  - 3 . 3 3 )

  3 . 0 3 m ( 5 1 1 . 3 分 )

 - 3 . 3 3 m ( 5 7 5 . 3 分 )

③取水口CW前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 4 )

(  - 3 . 4 2 )

  3 . 0 4 m ( 5 1 1 . 2 分 )

 - 3 . 4 2 m ( 5 7 5 . 4 分 )

④取水口SC前面      

0 3 6 9 1 2 1 5

時　　間　　（時間）

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   3 . 0 6 )

(  - 3 . 4 8 )

  3 . 0 6 m ( 5 1 1 . 2 分 )

 - 3 . 4 8 m ( 5 7 5 . 7 分 )

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２７／２８）

水位時刻歴波形

最大水位下降量分布

G領域 ⊿s=5m

－3.48m

詳細パラメータスタディ（４／４）：最大水位下降ケース検討結果

※地震発生20時間後を０時間としている。

※

取水口スクリーン室前面における詳細パラメータスタディの最大水位下降ケース検討
結果は以下のとおりである。

最大水位下降ケース
・位置：基準
・走向：基準
・傾斜角：＋５°
・上縁深さ：２km

N

波源モデル

km
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敷地における
最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面における
最大水位下降量

概略パラメータスタディ 2.34m －2.79m

詳細パラメータスタディ 3.06m －3.48m

チリ沖に想定される地震に伴う津波検討結果

チリ沖に想定される地震に伴う津波検討結果

チリ沖に想定される地震に伴う津波の検討結果は下表のとおりである。

３-３．チリ沖に想定される地震に伴う津波（２８／２８）
第1023回審査会合
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３-４．海域活断層に想定される地震に伴う津波（１／５）

対象活断層及び評価方針

• 地震規模及び敷地との距離・位置関係を考慮し，津軽海峡周辺において活動
が後期更新世以降に及んでいることを否定できない断層のうち主要なものを
対象とした。

• さらに，大間付近の仮想的な隆起域を説明する仮想的な活断層（隆起再現断
層）についてもその影響を確認する。（P.361参照）

• 阿部（1989）の簡易予測式を用いた推定津波高を基に以下のとおりスクリー
ニングを実施する。
推定津波高さが2.90m※１未満の場合は推定津波高さを採用する。
推定津波高さが2.90m※１以上の場合は，数値シミュレーションにより敷地へ
の影響を確認する。

場 所 名 称
断層長さ
L(km)

津波の伝播距離
⊿(km)

津軽海峡内

F-14断層 3.4 12

敷地西方沖断層 7.2 20

西
縁
断
層
帯

函
館
平
野

海域南西延長部を含む 33 36

海域南東延長部を含む 31 33

根岸西方断層 38 49

太平洋側 恵山岬東方沖断層 47 74

日本海側
奥尻海盆北東縁断層～
奥尻海盆東縁断層～
西津軽海盆東縁断層の連動※２

137 90

活断層分布
※２：国交省ほか（2014）のF18断層の位置で評価

函館平野西縁断層帯

恵山岬東方沖断層

F-14断層

敷地西方沖断層

根岸西方断層

西津軽海盆東縁断層

奥尻海盆北東縁断層

奥尻海盆東縁断層

大間原子力発電所

・

・

・・

・ ・

・・

・

・

・

・

・

・

N

：断層の端点・

F18断層

（断層長さ＝137㎞）

国交省ほか（2014）より

※１：各検討対象海域の津波による敷地における最大水位上昇量のうち最低値（三陸沖の海洋プレート内地震
に伴う津波の敷地における最大水位上昇量）。また，下表のとおり津波波高２ｍ～４ｍ程度では鉄筋コ
ンクリートビルに被害は生じないという知見も参照した。

対象断層
【気象庁ＨＰより：津波の高さによってどのような被害が発生するのですか？】
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３-４．海域活断層に想定される地震に伴う津波（２／５）

隆起再現断層の設定※

• 第922回審査会合において，以下に示すF-14断層を起点とする仮想的な活断層を想定する領域を示した。
• ここでは，隆起再現断層を対象に阿部（1989）の簡易予測式を用いた推定津波高を保守的に評価できるよう隆起再現断層の長

さ及び津波の伝播距離を以下のとおり設定する。
 隆起再現断層の長さ：

 津波の伝播距離：大間原子力発電所から隆起再現断層中心までの最短距離とする（9.0㎞）

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

大間原子力発電所

当社が震源として考慮する活断層と評価する断層

凡 例

F-14断層

隆起再現断層の想定領域

大間付近の隆起域

F-14断層及び隆起再現断層の想定領域を考慮し最も長くなるようにF-14断層西端から隆起再現断層
の想定領域の北東端を結ぶ直線の長さとする（19.3㎞≒20㎞）

：簡易予測式に用いる隆起再現断層の長さ

：簡易予測式に用いる津波の伝播距離

19.3㎞≒20㎞

9.0㎞

●

●

※敷地周辺及び敷地近傍の地質・地質構造に関する審議内容を反映して作成。今後，内
陸地殻内地震の地震動評価に係る審議において，上記の検討条件が変更となった場合
には，本資料に反映する。
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３-４．海域活断層に想定される地震に伴う津波（３／５）

検討結果

• 海域活断層に想定される地震に伴う津波の推定津波高は，最大で奥尻海盆北東縁断層～奥尻海盆東縁断層～西津軽海盆東縁断層の連
動※１（以下「奥尻海盆東縁断層等の連動」という。）の3.9mである。

• 奥尻海盆東縁断層等の連動による推定津波高さが2.90mを上回ったため，奥尻海盆東縁断層等の連動による影響評価について数値シミ
ュレーションによる詳細検討を実施する。（P.363，P.364参照）

簡易予測式による推定津波高の算定手順
簡易予測式による推定津波高の算定結果

※2： 断層幅の上限Ｗtは．地震発生層の厚さＨeを15kmとし，傾斜角δを90°(45°～90°のうちＭwが最大となる値)とし
た際には，Ｗｔ= Ｈe /sinδ = 15kmとなる。また，断層幅の上限に対応する断層長さＬtは，
Ｌt= 1.5Ｗt = 22.5kmとなる。

※3： 断層幅の上限に対応するすべり量Ｄｔは，モーメントマグニチュードをＭwt= (logＬt ＋3.77)/0.75 = 6.83，
地震モーメントをＭot= 10^(1.5Ｍwt＋9.1) = 2.21×1019 Ｎ・ｍ，剛性率をμ= 3.50×1010 Ｎ/m2とした際には，
Ｄt=Ｍot/(μＬtＷt) = 1.87ｍとなる。

※4：対象となる活断層が海域と陸域に連続して分布する場合には，Ｍoを海域部の断層長さＬsと全体の断層長さＬとの
比で按分した値を用いている。

〔土木学会（2016）を参考に作成〕

活断層調査結果より，

対象断層の位置と長さＬを設定

活断層の長さＬ

断層幅が上限に
達している時

断層幅が上限に
達していない時

Ｌ≧22.5km※2Ｌ＜22.5km※2

武村（1998）の関係により断層幅Ｗを算定
Ｌ/Ｗ= 1.5

断層幅の上限値に対応する断層長さＬｔ及び
すべり量Ｄｔよりすべり量Ｄを算定※3

Ｄ=Ｄｔ×(Ｌ/Ｌｔ)

活断層の剛性率μにより地震モーメントＭoを
算定

μ= 3.5×1010 Ｎ/ｍ２

Ｍo=μＤＬＷ

地震モーメントＭo
※4からモーメントマグニチュードＭｗを算定[Kanamori（1977）]

Ｍｗ= (logＭo－9.1)/1.5

阿部（1989）の予測式により推定津波
高Ｈtを算出
logＨｔ= Ｍｗ－log△－5.35

武村（1998）の関係により地震モー
メントＭoを算定

logＭo= 2.0logＬ＋16.64 
Ｌ∝Ｄ，Ｗ=const.

場 所 名 称

断層

長さ

L

(km)

断層

幅

W

(km)

すべ

り量

D

(m)

地震

モーメント

Mo

(N･m)

海域部

の断層

長さ

L’

(km)

海域部

の地震

モーメント

Mo’

(N･m)

津波の

伝播

距離

⊿

(km)

海域部の

モーメント

マグニ

チュード

Mw

推定

津波高

Ht

(m)

津
軽
海
峡
内

F-14断層 3.4 2.3 0.28 7.66×1016 3.4 7.66×1016 12 5.2 0.1

敷地西方沖断層 7.2 4.8 0.60 7.26×1017 7.2 7.26×1017 20 5.8 0.1

西
縁
断
層
帯

函
館
平
野

海域南西延長部

を含む
33 15 2.74 4.75×1019 15 2.16×1019 36 6.8 0.8

海域南東延長部

を含む
31 15 2.58 4.19×1019 14 1.89×1019 33 6.8 0.9

根岸西方断層 38 15 3.16 6.30×1019 32 5.31×1019 49 7.1 1.1

太平洋側 恵山岬東方沖断層 47 15 3.91 9.65×1019 47 9.65×1019 74 7.3 0.8

日本海側

奥尻海盆北東縁断層～
奥尻海盆東縁断層～
西津軽海盆東縁断層の
連動※１

137 15 11.4 8.19×1020 137 8.19×1020 90 7.9 3.9

阿部（1989）の予測式により推定津波
高Ｈtを算出
logＨｔ= Ｍｗ－log△－5.55

活断層の長さＬ

日本海側及び
津軽海峡内 太平洋側

※５：敷地周辺及び敷地近傍の地質・地質構造に関する審議内容を反映して作成。今後，内陸地殻内地震の地震動評
価に係る審議において，上記の検討条件が変更となった場合には，本資料に反映する。

※１：国交省ほか（2014）のF18断層の位置で評価

津軽海峡内 隆起再現断層※５ 20 13.3 1.66 1.55×1019 20 1.55×1019 9 6.7 2.5
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奥尻海盆北東縁断層～奥尻海盆東縁断層～西津軽海盆東縁断層の連動による津波の敷地への影響について（１／２）

・奥尻海盆東縁断層等の連動は，国交省ほか（2014）（日本海における大規模地震に関する調査検討会）において検討された
F18断層の位置で評価した。

・したがって，F18断層の断層パラメータを用いて奥尻海盆東縁断層等の連動による津波の敷地への影響について検討する。

３-４．海域活断層に想定される地震に伴う津波（４／５）

津波断層
モデル

Mw
上縁深さ

（T.P.-km）
下縁深さ

（T.P.-km）
走向

（°）
傾斜

（°）
すべり角
（°）

断層長さ
（km）

断層幅
（km）

平均すべり量
（m）

F18 7.71 2.2 15.0
348 45 87 37.4 18.1

5.52
7 45 95 100.0 18.1

検討会公表パラメータ

波源モデル

L

R

R

：11.0m

：4.2～4.3m

すべり量N

大間原子力
発電所
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３-４．海域活断層に想定される地震に伴う津波（５／５）

奥尻海盆北東縁断層～奥尻海盆東縁断層～西津軽海盆東縁断層の連動による津波の敷地への影響について（２／２）

・奥尻海盆東縁断層等の連動による津波の検討結果は以下のとおりである。

敷地における
最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面における
最大水位下降量

奥尻海盆東縁断層等の
連動※による津波

2.25m －2.46m

奥尻海盆東縁断層等の連動による津波検討結果

G領域 ⊿s=5m

2.25m

最大水位上昇量分布

－2.46m

G領域 ⊿s=5m

最大水位下降量分布

水位時刻歴波形出力点

水位時刻歴波形

①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 7 4 )

(  - 1 . 6 1 )

  1 . 7 4 m (  5 9 . 7 分 )

 - 1 . 6 1 m (  4 8 . 0 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 0 8 )

(  - 1 . 9 8 )

  2 . 0 8 m (  5 9 . 9 分 )

 - 1 . 9 8 m (  4 7 . 8 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 1 9 )

(  - 2 . 3 2 )

  2 . 1 9 m (  6 0 . 1 分 )

 - 2 . 3 2 m (  4 8 . 3 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0 2 4 0 3 0 0 3 6 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 2 4 )

(  - 2 . 4 6 )

  2 . 2 4 m (  6 0 . 4 分 )

 - 2 . 4 6 m (  4 8 . 7 分 )

※：国交省ほか（2014）のF18断層の位置で評価
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３-５．地震による津波のまとめ

地震による津波の検討結果一覧

敷地における
最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面における
最大水位下降量

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波 5.85m －3.78m

三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波 3.69m －3.53m

内閣府（2020）モデルによる津波 4.01m －4.89m

三陸沖の海洋プレート内地震に伴う津波 2.90m －2.57m

チリ沖に想定される地震に伴う津波 3.06m －3.48m

海域活断層に想定される地震に伴う津波
（奥尻海盆北東縁断層～奥尻海盆東縁断層～

西津軽海盆東縁断層の連動※による地震）
2.25m -2.46m

地震による津波の検討結果によると，敷地において上昇側は日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の影響が最も大きく，
下降側は内閣府（2020）の波源モデルによる津波の影響が最も大きい。

※：国交省ほか（2014）のF18断層の位置で評価
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１／２３）

陸上の斜面崩壊に起因する津波の検討フロー

【ステップ１】：津軽海峡内地すべり地形の抽出

・ステップ１で抽出した地すべり地形のうち発電所に影響のある津波を発生させる可能性があ
る地すべり地形を以下を基本方針として抽出し，エリア毎に検討対象地すべり地形を選定
海沿いにあり，滑落した場合に海に突入する可能性がある。（小規模なものは除く。）
隣接する地すべり群のうち，地すべり土塊頂部が接する，或いは頂部が重複するものは，
保守側の設定として，一塊の地すべりとして考慮※１

なお，上記の一塊の地すべりが近接し，崩壊方向が同方向の場合，安全評価上，これらの
同時崩壊（連動）を想定※２

防災科学技術研究所（以下「防災科研」という。）による地すべり地形分布図データベースに
示されている地すべり地形のうち，津軽海峡内の地すべり地形を対象として抽出

【ステップ２】：発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定

数値シミュレーションにより敷地への影響を評価
（二層流モデル及びkinematic landslideモデルを用いて総合的に評価）

検討フロー

【ステップ３】：検討対象地すべり地形の選定

ステップ２でエリア毎に抽出した地すべり地形から，崩壊規模，敷地との距離・位置関係等を
考慮して敷地への影響が最も大きくなる地すべり地形を選定

陸上の斜面崩壊に起因する津波は，地震による津波に比べて短波長成分が卓越するため減衰傾向が大きくなること，及び津
軽海峡の外で発生する陸上の斜面崩壊の崩壊方向を考慮すると津軽海峡内に入りにくいことより，陸上の斜面崩壊に起因す
る津波については，津軽海峡内を検討対象とし，以下のフローで検討を実施した。

地すべり地形A
地すべり地形B

一塊の地すべりC 一塊の地すべりD

海岸線

海岸線

平面図

※１：一塊の地すべりとして考慮する場合

※２：同時崩壊を想定する場合

検討イメージ図

【ステップ４】：数値シミュレーションの実施

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（２／２３）

津軽海峡内地すべり地形の抽出【ステップ１】（１／２）：地すべり地形分布図（北海道側）

「知内」エリア

「函館」エリア

津軽海峡沿岸の地すべり地形分布図（北海道側）

：海沿いの主な地すべり地形分布エリア

本図は，独立行政法人 防災科学技術研究所，地すべり地
形分布図「函館」（清水ほか（2009）を加筆・編集したも
のである。）

「恵山」エリア：
敷地までの距離約40㎞

「恵山」エリア

防災科研による地すべり地形分布図データベースに示されている地すべり地形を確認した結果※，「恵山」，「函館」及び「知
内」エリアの海沿いに比較的規模の大きな地すべり地形が認められた。

※詳細情報は第1023回審査会合 資料1-2 P.7.1-3～P.7.1-9参照

第1023回審査会合
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津軽海峡沿岸の地すべり地形分布図（青森県側）

「佐井」エリア：
敷地までの距離約15㎞

「竜飛崎」エリア：
敷地までの
距離約40㎞

：海沿いの主な地すべり地形分布エリア

本図は，独立行政法人 防災科学技術研究所，地すべり
地形分布図「野辺地・八戸」（清水ほか（2009） 及び「
青森・仙台」（清水・大八木（1987）を加筆・編集した
ものである。）

尻屋崎

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（３／２３）

津軽海峡内地すべり地形の抽出【ステップ１】（２／２）：地すべり地形分布図（青森県側）

防災科研による地すべり地形分布図データベースに示されている地すべり地形を確認した結果※，「佐井」及び「竜飛崎」エリアの
海沿いに比較的規模の大きな地すべり地形が認められた。
※詳細情報は第1023回審査会合資料1-2 P.7.1.10～P.7.1.16参照

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（４／２３）

防災科学技術研究所（2009）に一部加筆

・恵山エリアの検討対象地すべり地形の抽出に係り，防災科研地
すべり地形分布図に記載されている地すべり地形より，発電所
に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形とし
て左記に示す３つのブロックを抽出した。

・恵山エリアの地すべりブロックを比較した結果，地すべりブロ
ック「恵山①②」の概算体積が最も大きいことより，「恵山①
②」を恵山エリアの検討対象地すべり地形に選定する。

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（１／７）：（北海道側・恵山）

地すべりブロックの概算体積の比較

幅：W 係数：n

50～100m 幅の1/5～1/7

200m前後 幅の1/7～1/10

300m以上 幅の1/10～1/15

恵山①

恵山②

恵山③
恵山④

恵山①②

恵山③④

恵山⑤

※1 隣接する地すべり群のうち，地すべり土塊頂部が接する，或いは頂部が重複するものは，一塊の地すべりとして考慮
※2 一塊の地すべりが近接し，崩壊方向が同方向の場合，これらの同時崩壊（連動）を想定
※3 地すべりの厚さの係数ｎは，高速道路調査会(1985)に従い下記のとおりとした。

ブロック
A

面積
(m2)

L
長さ
（m）

W
平均幅
（m）

n※3

係数

D
厚さ

（D=W×ｎ）
（m）

V（A×D）
概算体積
（一塊）
（m3）

恵山① 423,892 852 674 1/10 67 2.84×107

恵山② 1,031,468 2,103 542 1/10 54 5.57×107

恵山③ 132,247 566 278 1/7 40 5.29×106

恵山④ 449,789 902 691 1/10 69 3.10×107

恵山⑤ 96,771 310 364 1/10 36 3.48×106

ブロック

V（A×D）
概算体積

（同時崩壊）
（m3）

恵山①② 8.41×107

恵山③④ 3.63×107

― ―

一塊の地すべりとして考慮※1 同時崩壊（連動）を想定※2

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（５／２３）

防災科学技術研究所（2009）に一部加筆

・函館エリアの検討対象地すべり地形の抽出に係り，防災科研地
すべり地形分布図に記載されている地すべり地形より，発電所
に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形とし
て左記に示す３つのブロックを抽出した。

・函館エリアの地すべりブロックを比較した結果，地すべりブロ
ック「函館①」の概算体積が最も大きいことより，「函館①」
を函館エリアの検討対象地すべり地形に選定する。

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（２／７）：（北海道側・函館）

地すべりブロックの概算体積の比較

幅：W 係数：n

50～100m 幅の1/5～1/7

200m前後 幅の1/7～1/10

300m以上 幅の1/10～1/15

函
館
港

函
館
山

函館①

①-1

①-2

①-3
函館④

函館⑤

函館⑥

函館④⑤⑥

函館②③

函館②

函館③

※1 隣接する地すべり群のうち，地すべり土塊頂部が接する，或いは頂部が重複するものは，一塊の地すべりとして考慮
※2 一塊の地すべりが近接し，崩壊方向が同方向の場合，これらの同時崩壊（連動）を想定
※3 地すべりの厚さの係数ｎは，高速道路調査会(1985)に従い下記のとおりとした。

ブロック
A

面積
(m2)

L
長さ
（m）

W
平均幅
（m）

n※3

係数

D
厚さ

（D=W×ｎ）
（m）

V（A×D）
概算体積
（一塊）
（m3）

函館①-1 315,591 911 380 1/10 38 1.20×107

函館①-2 71,384 344 263 1/7 38 2.71×106

函館①-3 77,824 427 240 1/7 34 2.65×106

函館② 118,669 343 406 1/10 41 4.87×106

函館③ 115,803 268 536 1/10 54 6.25×106

函館④ 70,433 363 285 1/7 41 2.89×106

函館⑤ 55,520 449 146 1/7 21 1.17×106

函館⑥ 51,369 336 207 1/7 30 1.54×106

ブロック

V（A×D）
概算体積

（同時崩壊）
（m3）

函館① 1.74×107

函館②③ 1.11×107

函館④⑤⑥ 5.59×106

一塊の地すべりとして考慮※1 同時崩壊（連動）を想定※2

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（６／２３）

ブロック

V（A×D）
概算体積

（同時崩壊）
（m3）

― ―

― ―

― ―

知内④⑤ 4.26×107

防災科学技術研究所（2009）に一部加筆

・知内エリアの検討対象地すべり地形の抽出に係り，防災科研地
すべり地形分布図に記載されている地すべり地形より，発電所
に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形とし
て左記に示す４つのブロックを抽出した。

・知内エリアの地すべりブロックを比較した結果，地すべりブロ
ック「知内④⑤」の概算体積が最も大きいことより，「知内④
⑤」を知内エリアの検討対象地すべり地形に選定する。

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（３／７）：（北海道側・知内）

地すべりブロックの概算体積の比較

幅：W 係数：n

50～100m 幅の1/5～1/7

200m前後 幅の1/7～1/10

300m以上 幅の1/10～1/15

涌
元

矢
越
岬

知内火力発電
所

知内②

知内③

知内④

知内⑤

知内①

知内④⑤

※1 隣接する地すべり群のうち，地すべり土塊頂部が接する，或いは頂部が重複するものは，一塊の地すべりとして考慮
※2 一塊の地すべりが近接し，崩壊方向が同方向の場合，これらの同時崩壊（連動）を想定
※3 地すべりの厚さの係数ｎは，高速道路調査会(1985)に従い下記のとおりとした。

ブロック
A

面積
(m2)

L
長さ
（m）

W
平均幅
（m）

n※3

係数

D
厚さ

（D=W×ｎ）
（m）

V（A×D）
概算体積
（一塊）
（m3）

知内① 430,006 1,533 341 1/10 34 1.46×107

知内② 451,699 1,350 465 1/10 47 2.12×107

知内③ 647,199 1,557 445 1/10 45 2.91×107

知内④ 244,337 792 447 1/10 45 1.10×107

知内⑤ 564,304 919 561 1/10 56 3.16×107

一塊の地すべりとして考慮※1 同時崩壊（連動）を想定※2

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（７／２３）

磯
谷

願
掛
岩

長
後

佐井①

佐井②

佐井③

佐井④

佐井⑤

佐井⑥

佐井⑥⑦⑧

佐井⑦

佐井⑧

佐井⑨

佐井⑩

佐井⑪

佐井⑫

佐井⑬

佐井⑨⑩⑪⑫⑬

防災科学技術研究所（2009）に一部加筆

・佐井エリアの検討対象地すべり地形の抽出に係り，防災科研地すべり地形分布図に
記載されている地すべり地形より，発電所に影響のある津波を発生させる可能性
がある地すべり地形として左記に示す７つのブロックを抽出した。

・佐井エリアの地すべりブロックを比較した結果，地すべりブロック「佐井⑥⑦⑧」
は概算体積が最も大きいこと及び，その量はより大間側に位置する地すべりブロ
ック「佐井①～⑤」に比べ１オーダー以上大きいことより，「佐井⑥⑦⑧」を佐
井エリアの検討対象地すべり地形に選定する。

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（４／７）：（青森県側・佐井）

※1 隣接する地すべり群のうち，地すべり土塊頂部が接する，或いは頂部が重複するものは，一塊の地すべりとして考慮
※2 一塊の地すべりが近接し，崩壊方向が同方向の場合，これらの同時崩壊（連動）を想定
※3 地すべりの厚さの係数ｎは，高速道路調査会(1985)に従い下記のとおりとした。

幅：W 係数：n

50～100m 幅の1/5～1/7

200m前後 幅の1/7～1/10

300m以上 幅の1/10～1/15

地すべりブロックの概算体積の比較

ブロック
A

面積
(m2)

L
長さ
（m）

W
平均幅
（m）

n※3

係数

D
厚さ

（D=W×ｎ）
（m）

V（A×D）
概算体積
（一塊）
（m3）

佐井① 73,479 370 220 1/7 31 2.28×106

佐井② 105,395 640 200 1/7 29 3.06×106

佐井③ 212,478 720 370 1/10 37 7.86×106

佐井④ 134,744 500 360 1/10 36 4.85×106

佐井⑤ 55,539 270 240 1/7 34 1.89×106

佐井⑥ 1,045,718 1,220 1,150 1/10 115 1.20×108

佐井⑦ 94,847 250 430 1/10 43 4.08×106

佐井⑧ 602,174 960 710 1/10 71 4.28×107

佐井⑨ 324,323 500 920 1/10 92 2.98×107

佐井⑩ 91,810 450 240 1/7 34 3.12×106

佐井⑪ 140,255 500 300 1/10 30 4.21×106

佐井⑫ 263,699 540 550 1/10 55 1.45×107

佐井⑬ 189,042 630 330 1/10 33 6.24×106

ブロック

V（A×D）
概算体積

（同時崩壊）
（m3）

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

佐井⑥⑦⑧ 1.67×108

佐井⑨⑩⑪
⑫⑬

5.79×107

一塊の地すべりとして考慮※1 同時崩壊（連動）を想定※2

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（８／２３）

防災科学技術研究所（1987）に一部加筆

・竜飛崎エリアの検討対象地すべり地形の抽出に係り，防災
科研地すべり地形分布図に記載されている地すべり地形よ
り，発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地
すべり地形として左記に示す１つのブロックを抽出した。

・「竜飛崎①」を竜飛崎エリアの検討対象地すべり地形に選

定する。

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（５／７）：（青森県側・竜飛崎）

幅：W 係数：n

50～100m 幅の1/5～1/7

200m前後 幅の1/7～1/10

300m以上 幅の1/10～1/15

地すべりブロックの概算体積の比較

石
崎

高
野
崎

竜飛崎①

①-2

①-1

①-3

※1 隣接する地すべり群のうち，地すべり土塊頂部が接する，或いは頂部が重複するものは，一塊の地すべりとして考慮
※2 一塊の地すべりが近接し，崩壊方向が同方向の場合，これらの同時崩壊（連動）を想定
※3 地すべりの厚さの係数ｎは，高速道路調査会(1985)に従い下記のとおりとした。

ブロック

V（A×D）
概算体積

（同時崩壊）
（m3）

竜飛崎① 1.37×107

ブロック
A

面積
(m2)

L
長さ
（m）

W
平均幅
（m）

n※3

係数

D
厚さ

（D=W×ｎ）
（m）

V（A×D）
概算体積
（一塊）
（m3）

竜飛崎①-1 162,650 400 513 1/10 51 8.30×106

竜飛崎①-2 63,701 363 273 1/7 39 2.48×106

竜飛崎①-3 83,911 384 245 1/7 35 2.94×106

一塊の地すべりとして考慮※1 同時崩壊（連動）を想定※2

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（９／２３）

各エリア毎に選定した検討対象地すべり地形は以下のとおりである。

「知内」エリア

知内④⑤
概算体積（同時崩壊）
V=4.26×107m3

「函館」エリア

：写真撮影方向

既に地すべり後の凹地形を呈している

「恵山」エリア

「国土地理院の空中写真」

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（６／７） ：各エリアの検討対象地すべり地形の比較（１／２）

「国土地理院の空中写真」

「国土地理院の空中写真」

防災科学技術研究所（2009）に一部加筆

函館①
概算体積（同時崩壊）
V=1.74×107m3

恵山①②
概算体積（同時崩壊）
V=8.41×107m3

第1023回審査会合
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１０／２３）

各エリア毎に選定した検討対象地すべり地形は以下のとおりである。

「佐井」エリア「竜飛崎」エリア

写真

：写真撮影方向

発電所に影響のある津波を発生させる可能性がある地すべり地形の抽出
及びエリア毎の検討対象地すべり地形の選定【ステップ２】（７／７） ：各エリアの検討対象地すべり地形の比較（２／２）

「国土地理院の空中写真」

：写真撮影方向

「国土地理院の空中写真」

防災科学技術研究所（2009）に一部加筆防災科学技術研究所（1987）に一部加筆

竜飛崎①
概算体積（同時崩壊）
V=1.37×107m3

佐井⑥⑦⑧
概算体積（同時崩壊）
V=1.67×108m3
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４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１１／２３）

各エリアの検討対象地すべり地形のうち，佐井エリアの検討対象地すべり地形が，概算体積が最も大きいこと，敷地までの距
離が最も近いこと，及び概略影響比較（補足説明資料（補足３）参照）を踏まえ，佐井エリアの検討対象地すべり地形を全体
の検討対象地すべり地形として選定した。

各エリア検討対象地すべり地形 地すべり規模

エリア 概算体積 敷地までの距離

恵山 8.41×107m3 約40km

函館 1.74×107m3 約30km

知内 4.26×107m3 約40km

佐井 1.67×108m3 約15km

竜飛崎 1.37×107m3 約40km

検討対象地すべり地形の選定【ステップ３】

大間原子力発電所

半径20㎞

半径30㎞

半径40㎞

半径10㎞

半径50㎞

函館エリア

知内エリア

竜飛崎エリア

恵山エリア

佐井エリア

各エリア検討対象地すべり地形位置
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数値シミュレーションは，詳細な崩壊地形を対象として実施するため，こ
こでは，すべり面及び崩壊量を設定する。

○解析モデル①として二層流モデルを採用した※。
○検討対象地すべり地形の推定すべり面は，高速道路調査会（1985）等を

参照し，以下の考えに基づき設定した（P.381～P.383参照）。

・推定された地すべり厚さDが地すべりブロック中央部付近の代表的な厚さとする。
・地すべりブロック縦断方向に対しては，ブロック中央部付近でおおむね一定勾配を呈

し，ブロック頭部に向かって漸増的に急勾配化させる。ブロック端部では，頭部とは
逆に中央部から末端部に向かって徐々に緩勾配化させる。

・横断方向に対しては，ブロック中央部付近では一定勾配を呈し，ブロック側方境界部
に向かって漸増的に急勾配化させる。

・すべり面形状が地表面地形形状に滑らかな接続となるようにする。

○現地形を解析モデル上の崩壊前地形と設定した。
○作成した現地形モデルとすべり面モデルより算出した佐井エリアの検討

対象地すべり地形（佐井⑥⑦⑧）の崩壊量は7.74×107ｍ3である。

すべり面形状例 高速道路調査会（1985）に一部加筆

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１２／２３）

数値シミュレーション【ステップ４】（１／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（１／７）

すべり面及び崩壊量の設定【佐井エリアの地すべり地形】

※：第1023回審査会合資料1-2 「７－２．二層流モデルの適用性について」参照。

標高
（T.P.）

5

10

20

50ｍ

水深

地形モデル（すべり面）

地形モデル

Ｎ

Ａ

Ｂ’

Ｂ

Ｃ’

Ｃ

Ａ’

推定崩壊範囲

Ａ

Ａ’

Ｂ’
Ｂ

Ｃ’

Ｃ

佐井⑥

推定崩壊範囲

佐井⑦

佐井⑧

縦断形状 横断形状

(1)椅子型すべり面 (2)舟底型すべり面

(3)階段型すべり面 (4)層状すべり面

馬蹄形地すべりの頭部横断面

角形地すべりの頭部横断面

波源モデル

【現地形（モデル上の崩壊前地形）】
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現 地 形

（モデル上の崩壊前地形）
すべり面

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑥

佐井⑦

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１３／２３）

数値シミュレーション【ステップ４】（２／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（２／７）

検討対象地すべり地形 縦断面図（１／３） 【ブロック佐井⑥】

A A’

DD’ CC’
BB’

B B’

C’

D D’

標
高
(
ｍ
)

距離(ｍ)
標
高
(
ｍ
)

距離(ｍ)

C厚さD(115m)

AA’

AA’

AA’
：現 地 形

（モデル上の崩壊前地形）

：すべり面

凡例
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すべり面

佐井⑦

佐井⑧

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑧

佐井⑥

数値シミュレーション【ステップ４】（３／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（３／７）

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１４／２３）

検討対象地すべり地形 縦断面図（２／３） 【ブロック佐井⑦】

A A’

DD’
CC’

BB’

B B’

C C’

D D’

標
高
(
ｍ
)

距離(ｍ)標
高
(
ｍ
)

距離(ｍ) 距離(ｍ)

標
高
(
ｍ
)

C

厚さD(43m)

AA’ AA’

AA’

現 地 形

（モデル上の崩壊前地形）

：現 地 形

（モデル上の崩壊前地形）

：すべり面

凡例
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すべり面

佐井⑧

佐井⑦

佐井⑧

佐井⑦

数値シミュレーション【ステップ４】（４／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（４／７）

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１５／２３）

検討対象地すべり地形 縦断面図（３／３） 【ブロック佐井⑧】

A A’

BB’

CC’

DD’

B B’

C C’

D D’

標
高
(
ｍ
)

距離(ｍ)

距離(ｍ) 距離(ｍ)

標
高
(
ｍ
) 標
高
(
ｍ
)

厚さD(71m)

AA’

AA’

AA’

：現 地 形

（モデル上の崩壊前地形）

：すべり面

凡例

現 地 形

（モデル上の崩壊前地形）
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• 二層流モデルの計算条件は下表のとおりである。なお，佐井⑥⑦⑧が同時に崩壊開始（同時に海域に突入）するものとした。
• 敷地への津波の伝播シミュレーションは，二層流モデル計算領域の境界部で得られた時刻歴波形を津波伝播計算領域に接続

して実施した。

主な計算条件

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１６／２３）

数値シミュレーション【ステップ４】（５／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（５／７）

項 目 内容 設定根拠

海水密度 ρ1＝1.03(g/cm3) 一般値

崩壊物の密度 ρ2＝2.0(g/cm3)

Kawamata et al.(2005) で1741年渡
島大島火山津波を再現された値

上層（水）の粗度係数 n=0.025(s/m1/3)

下層（土砂）の粗度係数 n=0.4(s/m1/3)

抗力係数 CD=2.0

水平拡散係数 ν=0.1(m2/s)

計算時間間隔 ⊿t=1.0×10-5(s) 計算の安定性を考慮して設定

計算条件【佐井エリアの地すべり地形】

水深

計算領域図

標高
(T.P.)

二層流モデル
計算領域,⊿s=31m

E領域,⊿s=31m

Ｎ

推定崩壊
範囲

大間原子力発電所

二層流モデル計算結果（土石厚分布（上段），水位分布（下段））

水位
変動量

土石厚
変動量

60秒0秒 180秒 300秒

Ｎ

土石厚

水位

0 2 4km

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑧

14.5m
最大水位変動量

D領域,⊿s=93m
（P.53に示すD領域の一部）
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陸上の斜面崩壊に起因する津波の二層流モデルによる計算結果（上昇側）は下表のとおりである。

検討対象 解析モデル
敷地における

最大水位上昇量

佐井エリアの
地すべり地形

二層流モデル 4.70m
水位時刻歴波形出力点

陸上の斜面崩壊に起因する津波検討結果(上昇側)

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１７／２３）

数値シミュレーション【ステップ４】（６／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（６／７）

計算結果【佐井エリアの地すべり地形】

最大水位上昇量分布

4.70m

G領域 ⊿s=5m

水位時刻歴波形
波源モデル

地形モデル（すべり面）

標高
（T.P.）

5

10

20

50ｍ

水深

推定崩壊範囲

地形モデル

推定崩壊範囲
Ｎ Ｎ

①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 6 4 )

(  - 1 . 5 2 )

  1 . 6 4 m (  2 6 . 5 分 )

 - 1 . 5 2 m (  3 0 . 9 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 0 5 )

(  - 1 . 9 5 )

  2 . 0 5 m (  1 5 . 0 分 )

 - 1 . 9 5 m (  3 0 . 8 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 5 7 )

(  - 2 . 3 3 )

  2 . 5 7 m (  1 4 . 3 分 )

 - 2 . 3 3 m (  3 1 . 2 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 9 7 )

(  - 2 . 6 3 )

  2 . 9 7 m (  1 4 . 3 分 )

 - 2 . 6 3 m (  3 1 . 5 分 )

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑧

【現地形（モデル上の崩壊前地形）】
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検討対象 解析モデル
取水口スクリーン室前面における

最大水位下降量

佐井エリアの
地すべり地形

二層流モデル －2.64m
水位時刻歴波形出力点

陸上の斜面崩壊に起因する津波検討結果(下降側)

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１８／２３）

陸上の斜面崩壊に起因する津波の二層流モデルによる計算結果（下降側）は下表のとおりである。

数値シミュレーション【ステップ４】（７／１１）：解析モデル①＜二層流モデル＞（７／７）

計算結果【佐井エリアの地すべり地形】

最大水位下降量分布

－2.64m

水位時刻歴波形

標高
（T.P.）

水深

G領域 ⊿s=5m

①防波堤開口部      

0 6 0 1 2 0 1 8 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 6 4 )

(  - 1 . 5 2 )

  1 . 6 4 m (  2 6 . 5 分 )

 - 1 . 5 2 m (  3 0 . 9 分 )

②港内中央          

0 6 0 1 2 0 1 8 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 0 5 )

(  - 1 . 9 5 )

  2 . 0 5 m (  1 5 . 0 分 )

 - 1 . 9 5 m (  3 0 . 8 分 )

③取水口CW前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 5 7 )

(  - 2 . 3 3 )

  2 . 5 7 m (  1 4 . 3 分 )

 - 2 . 3 3 m (  3 1 . 2 分 )

④取水口SC前面      

0 6 0 1 2 0 1 8 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 9 7 )

(  - 2 . 6 3 )

  2 . 9 7 m (  1 4 . 3 分 )

 - 2 . 6 3 m (  3 1 . 5 分 )

波源モデル

地形モデル（すべり面）

5

10

20

50ｍ

水深

推定崩壊範囲 推定崩壊範囲
Ｎ Ｎ

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑧

地形モデル
【現地形（モデル上の崩壊前地形）】

第1023回審査会合

資料1-1 P.4.1-20再掲
386



４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（１９／２３）

数値シミュレーション【ステップ４】（８／１１）：解析モデル②＜kinematic landslideモデル＞（１／４）

崩壊地形データの作成【佐井エリアの地すべり地形】

水深
標高
(T.P.)

a.現地形 b.二層流モデルにより得られた
崩壊後地形

崩壊に伴う地形変化（b－a）
（比高分布）

Ｎ

推定崩壊範囲

比高Ｎ

Ｎ

推定崩壊範囲

推定崩壊範囲

kinematic landslideモデル
計算領域,⊿s=31m

Ｎ

推定崩壊
範囲

大間原子力発電所

計算領域図

・解析モデル②としてkinematic landslideモデルを採用した。
・kinematic landslideモデルの崩壊地形データ（比高分布）は，現地形（モデル上の崩壊前地形）と二層流モデルにより得られた崩

壊後地形から作成した。なお，佐井⑥⑦⑧の崩壊物が同時に海域に突入するものとした。

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑧

（モデル上の崩壊前地形）

D領域,⊿s=93m
（P.53に示すD領域の一部）
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数値シミュレーション【ステップ４】（９／１１）：解析モデル②＜kinematic landslideモデル＞（２／４）

-100

-50
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標
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-100

-50

0
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200
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300

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

標
高
（
T
.P
.m
）

距離（m）

kinematic landslideモデルに用いるＵ及びＴ

kinematic landslideモデルに用いる比高分布

比高Ｎ

推定崩壊範囲

パラメータの設定【水平移動速度・比高変化継続時間】

（二層流モデル解析による崩壊測線上の崩壊物の移動状況より設定）

Ｃ’
Ｃ Ｂ’

Ｂ

Ａ’

Ａ

Ａ Ｂ

300m

突入時は30秒かけて300mを移動
【U=300m/30s≒10m/s】

海域に堆積し始めてから30秒
間で最大堆積厚に達している

崩壊開始後30秒間で
崩壊はほぼ終了

200m

400m

突入時は30秒かけて200mを移動
【U=200m/30s≒7m/s】

突入時は30秒かけて400mを移動
【U=400m/30s≒13m/s】

崩壊開始後30秒間
で崩壊はほぼ終了

崩壊開始後30～60秒
間で崩壊はほぼ終了

海域に堆積し始めてから30秒
間で最大堆積厚に達している

崩壊開始30秒以降，両ブロックから
測線上に土砂が流入している

Ａ’ Ｂ’ Ｃ Ｃ’

0 秒後

30

60

90

120

150

180

210

240

270

300

すべり面

佐井⑥ 佐井⑦ 佐井⑧

佐井⑥

佐井⑦

佐井⑧

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（２０／２３）

• kinematic landslideモデルで考慮する水平移動速度Uおよび比高変化継続
時間Tは，二層流モデル解析で得られた崩壊測線上の崩壊物の移動状況より
下記のとおり設定した。

水平移動速度 U1：10m/s(佐井⑥)
U2： 7m/s(佐井⑦)
U3：13m/s(佐井⑧)

比高変化継続時間T：30秒
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検討対象 解析モデル
敷地における

最大水位上昇量

佐井エリアの
地すべり地形

kinematic landslide
モデル

4.97m

水位時刻歴波形出力点

陸上の斜面崩壊に起因する津波検討結果(上昇側)

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（２１／２３）

陸上の斜面崩壊に起因する津波のkinematic landslideモデルによる計算結果（上昇側）は下表のとおりである。

計算結果【佐井エリアの地すべり地形】

推定崩壊範囲

Ｎ G領域 ⊿s=5m

4.97m

最大水位上昇量分布 水位時刻歴波形
波源モデル

数値シミュレーション【ステップ４】（１０／１１）：解析モデル②＜kinematic landslideモデル＞（３／４）

①防波堤開口部      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   1 . 8 3 )

(  - 2 . 0 7 )

  1 . 8 3 m (  2 6 . 3 分 )

 - 2 . 0 7 m (  3 0 . 1 分 )

②港内中央          

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   2 . 4 4 )

(  - 2 . 8 3 )

  2 . 4 4 m (  1 4 . 7 分 )

 - 2 . 8 3 m (  3 0 . 8 分 )

③取水口CW前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   2 . 8 9 )

(  - 3 . 3 2 )

  2 . 8 9 m (  1 4 . 3 分 )

 - 3 . 3 2 m (  3 1 . 7 分 )

④取水口SC前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

時　　間　　（分）　

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   3 . 1 8 )

(  - 3 . 4 9 )

  3 . 1 8 m (  1 4 . 3 分 )

 - 3 . 4 9 m (  3 2 . 3 分 )
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検討対象 解析モデル
取水口スクリーン室前面における

最大水位下降量

佐井エリアの
地すべり地形

kinematic landslide
モデル

－3.49m
水位時刻歴波形出力点

水位時刻歴波形

陸上の斜面崩壊に起因する津波検討結果(下降側)

－3.49m

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（２２／２３）

陸上の斜面崩壊に起因する津波のkinematic landslideモデルによる計算結果（下降側）は下表のとおりである。

計算結果【佐井エリアの地すべり地形】

数値シミュレーション【ステップ４】（１１／１１）：解析モデル②＜kinematic landslideモデル＞（４／４）

G領域 ⊿s=5m

最大水位下降量分布

①防波堤開口部      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   1 . 8 3 )

(  - 2 . 0 7 )

  1 . 8 3 m (  2 6 . 3 分 )

 - 2 . 0 7 m (  3 0 . 1 分 )

②港内中央          

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   2 . 4 4 )

(  - 2 . 8 3 )

  2 . 4 4 m (  1 4 . 7 分 )

 - 2 . 8 3 m (  3 0 . 8 分 )

③取水口CW前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   2 . 8 9 )

(  - 3 . 3 2 )

  2 . 8 9 m (  1 4 . 3 分 )

 - 3 . 3 2 m (  3 1 . 7 分 )

④取水口SC前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0

時　　間　　（分）　

5 . 0

3 . 0

1 . 0

- 1 . 0

- 3 . 0

- 5 . 0

水

位

( m )

(   3 . 1 8 )

(  - 3 . 4 9 )

  3 . 1 8 m (  1 4 . 3 分 )

 - 3 . 4 9 m (  3 2 . 3 分 )

推定崩壊範囲

Ｎ

波源モデル
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区分 解析モデル
敷地における

最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面
における

最大水位下降量

陸上の斜面崩壊に起因する津波 kinematic landslideモデル 4.97m －3.49m

陸上の斜面崩壊に起因する津波検討結果

• 陸上の斜面崩壊に起因する津波の検討結果は以下のとおりである。

陸上の斜面崩壊に起因する津波

４-１．陸上の斜面崩壊に起因する津波（２３／２３）
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